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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 59,020 50,239 45,837 45,979 44,004

経常利益 (百万円) 4,379 1,905 1,972 3,347 2,021

当期純利益 (百万円) 2,434 672 1,265 2,232 1,373

包括利益 (百万円) ― ― ― 1,285 1,077

純資産額 (百万円) 36,789 33,824 27,500 28,327 28,706

総資産額 (百万円) 55,788 52,619 50,549 50,416 51,388

１株当たり純資産額 (円) 561.81 516.33 551.67 568.33 575.96

１株当たり当期純利益 (円) 37.50 10.36 20.60 44.80 27.57

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 37.46 10.35 20.59 44.79 27.56

自己資本比率 (％) 65.4 63.7 54.4 56.2 55.9

自己資本利益率 (％) 6.8 1.9 4.1 8.0 4.8

株価収益率 (倍) 12.00 37.64 20.92 9.04 13.89

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,765 4,082 5,030 4,617 3,763

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,215 △2,393 △1,476 △1,932 △4,182

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,886 3,052 △4,693 △928 △686

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,739 7,301 6,158 7,790 6,624

従業員数 (名)
1,578
[ 349]

1,618
[ 358]

1,530
[ 409]

1,467
[ 442]

1,532
[ 480]

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 38,819 33,682 33,043 31,487 30,156

経常利益 (百万円) 2,780 1,384 1,222 1,074 779

当期純利益 (百万円) 1,536 891 1,104 511 536

資本金 (百万円) 9,816 9,816 9,816 9,816 9,816

発行済株式総数 (株) 65,140,94565,140,94565,140,94560,140,94560,140,945

純資産額 (百万円) 29,435 29,413 23,294 23,136 23,093

総資産額 (百万円) 45,209 45,494 43,974 43,345 42,349

１株当たり純資産額 (円) 453.25 453.17 467.27 464.15 463.33

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

12.00
(6.00)

12.00
(6.00)

10.00
(4.00)

14.00
(7.00)

14.00
(7.00)

１株当たり当期純利益 (円) 23.67 13.74 17.98 10.25 10.76

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 23.65 13.73 17.97 10.25 10.75

自己資本比率 (％) 65.1 64.6 53.0 53.4 54.5

自己資本利益率 (％) 5.3 3.0 4.2 2.2 2.3

株価収益率 (倍) 19.01 28.38 23.97 39.51 35.59

配当性向 (％) 50.7 87.3 55.6 136.6 130.1

従業員数 (名)
797

［115]
832

［127]
840

［150]
832

［144]
826

［138]

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］に年間の平均人員を外数で記載しております。

３　第64期の１株当たり配当金10円は、創業50周年記念配当２円を含んでおります。

４　提出会社は、平成22年５月14日付で、自己株式5,000,000株を消却いたしました。
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２ 【沿革】

昭和35年６月 当社設立(東京都中央区)、資本金１億２千万円
　　　　９月 大阪営業所開設
昭和36年10月 滋賀工場完成
昭和42年６月 滋賀工場第二工場完成
昭和45年３月 滋賀工場第三工場完成
　　　　５月 東京証券取引所市場第二部上場
昭和47年７月 東京工場完成
昭和51年２月 株式会社ノービル(現連結子会社バイリーンクリエイト株式会社)設立
　　　　７月 大阪支店開設(大阪市)
昭和55年10月 フロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッド(持分法適用関連会社)設立(香港)

昭和57年12月 滋賀工場第四工場完成
昭和58年４月 バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッド設立(連結子会社)(米国・ロサンゼルス)
　　　　５月 名古屋営業所開設
　　　　11月 本社移転(東京都千代田区)
昭和59年３月 東京証券取引所市場第一部指定
昭和60年６月 東京工場加工工場完成

パシフィック技研株式会社(連結子会社)設立

昭和62年４月 名古屋支店開設(名古屋市)
　　　　12月 キュムラス株式会社(連結子会社)設立
平成元年５月 タイワンバイリーンノンウーブンカンパニーリミテッド(現持分法適用関連会社フロイデンベル

グ&バイリーンノンウーブンズ(タイワン)カンパニーリミテッド)設立(台湾)

　　　　11月 本社移転(東京都千代田区)
東京工場第二工場完成

平成２年６月 東京研究所(現研究所)開所
平成６年４月 滋賀工場第五工場完成

バイリーン茨城サービス株式会社(現連結子会社ブイアイエス株式会社)設立

平成７年２月 フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カンパニーリミテッド(持分法適用関
連会社)設立(中国・蘇州)

　　　　３月 滋賀工場・東京工場ISO9002登録
平成８年３月 滋賀工場・東京工場ISO9001登録
平成９年１月 フロイデンベルグバイテックリミテッドパートナーシップ(持分法適用関連会社)設立(米国・ロウ

ウェル)

　　　　６月 小山化学株式会社(連結子会社)買収
平成10年３月 滋賀工場ISO14001登録
　　　　４月 東京工場ISO14001登録
　　　　10月 コリアバイリーンカンパニーリミテッド(持分法適用関連会社)設立(韓国・平澤)
　　　　11月 バイアム(TN)リミテッドパートナーシップ(連結子会社)設立(米国・テネシー)
平成13年１月 名古屋支店移転(名古屋市)
　　　　２月 バイアム ホールディングインコーポレーテッド(連結子会社)設立(米国・ロサンゼルス)
　　　　12月 コリアフィルタテックカンパニーリミテッド(持分法適用関連会社、現コリアフィルトレーション

テクノロジーズカンパニーリミテッド)設立(韓国・平澤)
平成16年４月 フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ(チャンチュン)カンパニーリミテッド(持分法適用関連会

社)設立(中国・長春)

　　　　９月 天津バイアムオートモーティブプロダクツカンパニーリミテッド(連結子会社)設立（中国・天
津）

平成17年10月 フロイデンベルグ&バイリーンインターライニングス（ナントン）カンパニーリミテッド(持分法
適用関連会社)設立(中国・南通)

平成19年２月 日本ＶＩＡＭ株式会社(連結子会社)設立
平成20年１月 バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッド(連結子会社)(米国・ロサンゼルス)、バイ

アムマネジメント(CA)インコーポレーテッド(連結子会社)(米国・ロサンゼルス)、およびバイアム
(TN)リミテッドパートナーシップ(連結子会社)(米国・テネシー)３社の組織再編（組織再編後会
社バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッド(連結子会社)(米国・テネシー)）

　 フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ（タイランド）カンパニーリミテッド(持分法適用関連会
社)設立(タイ国・チョンブリ)

平成23年１月
　　　　12月

バイキャムインコーポレーテッド（連結子会社）設立（米国・テネシー）
本社移転(東京都中央区)

　　　　 フロイデンベルグバイテックリミテッドパートナーシップ(持分法適用関連会社、現バイテックマ
ニファクチュアリングリミテッドパートナーシップ)、およびフロイデンベルグバイテックイン
コーポレーテッド（持分法適用関連会社、現：バイテックマニファクチュアリングインコーポレー
テッド）を100％子会社化
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社13社および関連会社10社で構成されております。当社グループは、「産業資

材」および「自動車資材」の２つの事業において、それぞれ取り扱う製品・サービスについて国内および

海外の包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　「産業資材事業」は、衣料・メディカル資材分野、電気・工業資材分野および空調資材分野において、主と

して不織布および不織布関連製品の製造・加工・販売を行っております。

　「自動車資材事業」は、自動車フロアマットを中心とした自動車関連製品の製造・加工・販売を行ってお

ります。

　各事業における主要製品を分野別に示すと次のとおりになります。

なお、次の事業区分は「第５　経理の状況　1　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区分と

同一であります。

　
事業区分 分　野 主　要　製　品

産業資材

　衣料・メディカル資材

衣料：芯地、中綿、ホビークラフト、服飾資材 他

メディカル：貼付薬用基布、化粧品・冷却シート用基布、病院

用マスク・ガウン・ドレープ、各種マスク、業務用ダストモッ

プ、食品包装材 他

　電気・工業資材

複写機用クリーニングロール、音響機器用パッキング材、緩衝

材、製鉄用ロール材、耐熱耐炎材、液体ろ過材、プリント配線基

板材、二次電池セパレータ（ニッケル水素電池セパレータ、ニ

カド電池セパレータ）、電池用電極基材、電気二重層キャパシ

タ用基材 他

　空調資材

粗じん用エアフィルタ、中高性能エアフィルタ、自動巻取り型

エアフィルタ、機器内蔵用エアフィルタ、キャビンエアフィル

タ、集じん機 他

自動車資材 　自動車資材

自動車部品（天井・内装材、エアクリーナー材）、

自動車用品（フロアマット、ワイピングクロス、オプション

パーツ）、ポリエステルファイバー　他
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事業の系統図は次のとおりであります。

　

　

EDINET提出書類

日本バイリーン株式会社(E00594)

有価証券報告書

  6/122



　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(又は
被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

バイリーンクリエイト

株式会社
東京都中央区 40産業資材事業 100.0

当社不織布製品を加工・販売して

いる。なお、当社の事務所を賃借し

ている。

役員の派遣等…有(4名)

パシフィック技研株式会社        ※2滋賀県野洲市 320 〃 100.0
当社不織布製品を加工している。

役員の派遣等…有(4名)

キュムラス株式会社 静岡県富士市 90 〃 100.0

当社は製品を仕入れている。

なお、当社所有の土地を賃借してい

る。

役員の派遣等…有(3名)

ブイアイエス株式会社 東京都中央区 10 〃 100.0

当社業務の一部を委託している。な

お、当社の事務所を賃借している。

役員の派遣等…有(3名)

ジャパンバイリーン（ホンコン）

リミテッド

Hong Kong

China

千HK$

48,380
〃 100.0役員の派遣等…有(2名)

小山化学株式会社 栃木県小山市 140自動車資材事業 100.0

当社は不織布製品用原料を仕入れ

ている。

役員の派遣等…有(3名)

日本ＶＩＡＭ株式会社            ※2滋賀県守山市 300 〃 100.0

当社は製品および商品を仕入れて

いる。

なお、当社所有の建物を賃借してい

る。

役員の派遣等…有(2名)

バイアムホールディング

インコーポレーテッド　 　　　　 ※2

California

U.S.A.

千US$

24,750
〃 100.0

当社は設備資金の貸付および債務

保証をおこなっている。

役員の派遣等…有(1名)

バイアムマニファクチュア

リングインコーポレーテッド      ※1

Tennessee,

U.S.A.

千US$

17,600
〃

100.0

〔100.0〕
役員の派遣等…有(3名)

バイキャムインコーポレーテッド　※1
Tennessee,

U.S.A.

千US$

7,000
〃

100.0

〔100.0〕

当社は債務保証をしている。

役員の派遣等…有(3名)

バイテックマニファクチュア

リングインコーポレーテッド      ※1

Massachusetts,

U.S.A.

千US$

50
〃

100.0

〔100.0〕
役員の派遣等…有(3名)

バイテックマニファクチュアリング

リミテッドパートナーシップ      ※1

Massachusetts,

U.S.A.

千US$

14,000
〃

100.0

〔100.0〕

当社より不織布製品用原料を購入

している。

天津バイアムオートモーティブ

プロダクツカンパニーリミテッド

Tianjin

China

千US$

5,470
〃 100.0

当社は設備資金の貸付をおこなっ

ている。

役員の派遣等…有(3名)

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

フロイデンベルグ&バイリーン

インターナショナルリミテッド    ※1

Hong Kong

China

千HK$

100,000
産業資材事業

50.0

〔50.0〕

当社不織布製品を販売している。

なお、当社は債務保証をしている。

役員の派遣等…有(2名)
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名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(又は
被所有)
割合(％)

関係内容

フロイデンベルグ&バイリーンノンウー

ブンズ（スーチョウ）カンパニーリミ

テッド

Suzhou,

China

千US$

16,970
産業資材事業 50.0

当社より不織布製品用原材料を購

入している。なお、当社は債務保証

をしている。

役員の派遣等…有(2名)

フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ

（チャンチュン）カンパニーリミテッド

                               ※1

Changchun,

China

千US$

8,000
〃

37.5

〔37.5〕

＜75.0＞

役員の派遣等…有(1名)

フロイデンベルグ&バイリーンインター

ライニングス（ナントン）カンパニーリ

ミテッド                       ※1

Nantong,

China

千US$

9,600
〃

50.0

〔50.0〕

＜100.0＞

役員の派遣等…有(2名)

フロイデンベルグ&バイリーンノンウー

ブンズ(タイワン)カンパニーリミテッド

Tao-Yuan

Taiwan

千NT$

120,000
〃 50.0

当社より不織布製品用原材料を購

入している。

役員の派遣等…有(2名)

コリアバイリーンカンパニーリミテッド
Pyeongtaek,
Korea

百万WON
27,000

〃 50.0

当社より不織布製品用原材料を購

入している。なお、当社は債務保証

をしている。

役員の派遣等…有(2名)

コリアフィルトレーションテクノロジー

ズカンパニーリミテッド

Pyeongtaek,

Korea

百万WON

1,000
〃 50.0

当社より不織布製品用原材料を購

入している。

役員の派遣等…有(1名)

フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ

（タイランド）カンパニーリミテッド

Chonburi,

Thailand

千THB

40,000
〃 50.0

当社より不織布製品用原材料を購

入している。なお、当社は債務保証

をしている。

役員の派遣等…有(2名)

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　

フロイデンベルグベタイリグングスアー

ゲー

Weinheim,

Germany

百万EUR

20
持株会社 (33.64) ―――――

　 (注) １　主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　※１：議決権の所有割合の〔　〕内は、間接所有割合で内数であり、＜　＞内は、緊密な者又は同意している者の

所有割合で外数であります。

３　※２：特定子会社に該当しております。

４　バイアムホールディングインコーポレーテッド(連結)については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除

く)の連結売上高に占める割合が100分の10を超えております。なお、主要な損益情報は以下のとおりでありま

す。

(1) 売上高 9,265百万円　 (2) 経常利益 788百万円　 (3) 当期純利益555百万円

(4) 純資産額4,885百万円　 (5) 総資産額8,226百万円　 　 　

５　バイリーンクリエイト株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占め

る割合が100分の10を超えております。なお、主要な損益情報は以下のとおりであります。

(1) 売上高 5,234百万円　 (2) 経常利益 136百万円　 (3) 当期純利益67百万円

(4) 純資産額 769百万円　 (5) 総資産額2,106百万円　 　 　
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成24年３月31日現在)

セグメントの名称 従業員数(名)

産業資材事業
785

［247］

自動車資材事業
597

［231］

全社（共通）
150
［2］

合計
1,532
［480］

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　
(2) 提出会社の状況

(平成24年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

826
[138]

43.71 17.83 5,905,389

　

セグメントの名称 従業員数(名)

産業資材事業
641

［136］

自動車資材事業
35

［ ―］

全社（共通）
150

［  2］

合計
826

［138］

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　なお、出向者(連結子会社への出向含む)61名は除いております。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　
(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は、その大多数(組合員数536名中526名)が連合労働組合を組織し、ＵＩゼンセン同盟に

加盟して、良好な労使関係にあります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

１．業績

当連結会計年度の当社グループを取り巻く経済環境は、東日本大震災の影響によるサプライチェーン

の寸断や企業活動の一時停滞など厳しい状況で始まり、その後持ち直しの動きをみせたものの、円高や欧

州の債務危機を発端とする海外景気の悪化、原発事故の影響など懸念材料も引き続き存在し、先行き不透

明な状況で推移いたしました。

　このような状況下、当社グループは、経営改革委員会を中心に、事業構造の見直し、業務・費用効率化の

徹底、在庫の適正化、生産効率の改善などの戦略的施策および震災対策などの実施を進めてまいりまし

た。

　また、新たな環境で中期経営ビジョンの達成に邁進するため、平成23年12月19日に本社を東京都中央区

築地に移転いたしました。さらには、米国の自動車天井材用不織布製造・販売を目的とする関連会社フロ

イデンベルグバイテックリミテッドパートナーシップ（現バイテックマニファクチュアリングリミテッ

ドパートナーシップ）を平成23年12月31日付けで完全子会社化するなど、積極的に中期経営ビジョンの

基本戦略を推進してまいりました。

　当連結会計年度の業績につきましては、年度後半からハイブリッド自動車用ニッケル水素電池セパレー

タなど一部の製品の販売が回復しているものの、震災の影響による年度前半の自動車メーカーの減産や

自動車販売台数の減少による売上の落込みを挽回するに至らず、連結売上高は440億4百万円（前連結会

計年度比4.3％減）となりました。また、利益面においても、売上高の減少により連結営業利益は9億8千2

百万円（前連結会計年度比56.0％減）となりました。

持分法投資利益につきましては、東アジアの関連会社が前連結会計年度に不動産売却益を計上してい

たこと、および受取保険金が減少したことなどにより9億4千8百万円と前連結会計年度よりも1億5千万円

減少しました。この結果、連結経常利益は20億2千1百万円（前連結会計年度比39.6％減）となりました。　

　

また、当連結会計年度は減損損失などを計上しなかったことで特別損失が減少しましたが、法人税率等

の変更による繰延税金資産の取崩しもあり連結当期純利益は13億7千3百万円（前連結会計年度比38.5％

減）と大幅な減益となりました。

以下、海外売上高およびセグメント別の概況をご報告申し上げます。

[海外売上高]

　海外売上高は、円高の影響および市況の低迷などにより、前連結会計年度を大きく下回りました。

　当社グループの海外売上高は以下のとおりです。

　（単位：百万円）

　 北米 アジア その他の地域 合計
売上高に占める
海外売上高の割合

当連結会計年度 9,853 3,735 407 13,996 31.8%

対前連結会計年度　　　　　
　　増減率

△9.2% △23.7% △9.5% △13.6% ※ 35.2%

在外関係会社の現地通貨建業績を円貨に換算するための主な為替レートは、79.80円/米ドル

（平成23年１月～12月期中平均：前期 87.79円/米ドル）です。

※ 前連結会計年度における売上高に占める海外売上高の割合を示します。
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セグメント別の業績は次のとおりです。

[セグメント別の概況]

当社グループの決算期は、海外子会社が12月、国内子会社は３月であるため、海外子会社の業績の状況

は平成23年１月～12月期について、当社および国内子会社の業績の状況は平成23年４月～平成24年３月

期について記載しております。

　
①産業資材事業

産業資材事業は、衣料・メディカル資材分野および空調資材分野の販売は前連結会計年度並みを維持

しましたが、電気・工業資材分野で一部販売が低調に推移したため、売上高は257億5千3百万円（前連結

会計年度比3.2％減）となり、売上原価の上昇などにより営業利益は2億8千6百万円（前連結会計年度比

65.0％減）となりました。

　産業資材事業における分野別の売上高は以下のとおりです。

 

◇衣料・メディカル資材分野（売上高88億8百万円、前連結会計年度比0.2％減）

芯地は、ワーキング用途など一部の分野で好調に推移したものの、全般的に低調に推移し前連結会計

年度を下回りました。中綿は、機能性中綿の販売が好調に推移しましたが、ダウン仕様の防寒衣料が主

流となる中、中綿仕様の生産着数が減少し、前連結会計年度を下回りました。

　貼付薬用基布は、国内向けの販売が減少したものの、海外向けの販売が好調に推移し、前連結会計年度

を上回りました。マスクは、新規顧客の獲得や各産業分野の回復により前連結会計年度を上回りまし

た。薬粧基布は、節電の影響による夏場の暑さ対策として冷却シート向けの販売が増加し前連結会計年

度を大きく上回りました。

　
◇電気・工業資材分野（売上高94億6千2百万円、前連結会計年度比6.9％減）

ハイブリッド自動車用ニッケル水素電池セパレータは、震災の影響で年度前半は苦戦したものの、小

型ハイブリッド自動車の販売好調などにより需要が回復し前連結会計年度を大きく上回りました。民

生用ニッケル水素電池セパレータは、欧米の景気低迷による販売減少により前連結会計年度を大きく

下回りました。ニカド電池セパレータは、電動工具向け販売が低調に推移したことから、前連結会計年

度を大きく下回りました。

　複写機用クリーニングロールは、第４四半期に入り市況が低迷し苦戦しましたが、新機種向けの販売

増加が寄与し、前連結会計年度並みを維持しました。液体ろ過材は、電子・ビバレッジ分野向けの販売

低迷により前連結会計年度を大きく下回りました。

　
◇空調資材分野（売上高70億4千1百万円、前連結会計年度比0.1％増）

汎用エアフィルタは、塗装ブース用、使い捨てタイプおよび再生洗浄タイプともに震災の影響による

工場稼動の落ち込みや交換周期の延長などが影響し前連結会計年度を下回りました。中高性能フィル

タは、新規物件の受注などにより、前連結会計年度を上回りました。自動車用キャビンエアフィルタは、

年度後半の自動車生産台数の増加により回復傾向にありますが、震災やタイの洪水による販売減少を

カバーするに至らず、前連結会計年度を下回りました。機器内蔵用フィルタは、個別空調用途を中心に

堅調に推移したものの、OA機器向けなどが震災やタイ洪水による影響を受け前連結会計年度を下回り

ました。
　

なお、産業資材事業における海外展開は、主としてフロイデンベルグ社との協力関係をベースに共同

で行われており、持分法適用関連会社として財務諸表に反映しております。このため海外拠点の売上高

はありません。
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②自動車資材事業

自動車資材事業は、売上高は182億5千1百万円（前連結会計年度比5.8％減）、営業利益は6億9千5百万

円（前連結会計年度比50.8％減）になりました。

 

　自動車用フロアマットは、アジアにおいては、中国における自動車販売が堅調であったこと、および新規

採用車種向け販売の拡大により前連結会計年度を大きく上回りました。北米においては、年度後半から販

売が回復基調にありますが、円高および震災の影響により前連結会計年度を大きく下回りました。国内に

おいては、年度後半に自動車販売は回復しているものの、震災の影響による年度前半の落ち込みをカバー

できず前連結会計年度を大きく下回りました。

　自動車用天井材の売上は、軽自動車を中心に既存アイテムの需要が伸びたことに加え、新規採用アイテ

ムが好調であったことから前連結会計年度を上回りました。

　なお、自動車資材事業の海外拠点における売上高は以下のとおりです。

（単位：百万円）

　
北　　　米 ア　ジ　ア

　
対前連結会計年度

　増減率
　

対前連結会計年度　　
　　　増減率

　　　売　上　高 9,265 △11.4% 613 25.2%

　（注）上記は、外部顧客に対する売上高であります。

　
２．キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は66億2千4百万円になり、前連結会計年

度末に比べ11億6千5百万円減少いたしました。各活動別のキャッシュ・フローの状況は以下のとおり

です。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは37億6千3百万円になりました。（対前連結会計年度8億5千4百万

円収入減）

主な要因は、税金等調整前当期純利益18億8千9百万円、減価償却費25億9千5百万円、売上債権の増加△

12億1千万円、仕入債務の増加9億2千7百万円、法人税等の支払額△4億3千7百万円などによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは△41億8千2百万円になりました。（対前連結会計年度22億5千万

円支出増）

主な要因は、有形固定資産の取得による支出△44億7千3百万円、貸付けによる支出△4億8千6百万円、敷

金及び保証金の差入による支出△2億7千8百万円、敷金及び保証金の回収による収入9億1千6百万円な

どによります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは△6億8千6百万円になりました。（対前連結会計年度2億4千1百

万円支出減）

主な要因は、長期借入による収入30億3千7百万円、長期借入金の返済による支出△32億2千3百万円、配

当金の支払額△6億9千7百万円などによります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(%)

産業資材事業 19,079 △3.9

自動車資材事業 16,292 △8.1

合計 35,371 △5.9

　　(注) １　金額は、販売価格によっております。

　　２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注状況

受注生産は行っておりません。

　
(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(%)

産業資材事業 25,753 △3.2

自動車資材事業 18,251 △5.8

合計 44,004 △4.3

　　(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の当社を取り巻く経済環境は、政策効果などによる景気持ち直しが期待されますが、欧州債務危機

や原油高の影響による海外景気の下振れや電力供給の制約や原子力災害の影響など景気が下押しされる

リスクが存在し、今後も厳しい状況が継続するものと予想されます。

このような状況のもと、当社は、常勤取締役をコアメンバーとする経営戦略会議を平成24年４月に設置

し、事業戦略の立案および収益構造の見直しを行い、これら諸施策の実施を進めてまいります。

また、当社グループは、平成22年に策定した中期経営ビジョンに基づき、長期的視野のもと、次の50年の

ための基盤づくりを進めてまいります。中期経営ビジョンでは、「Engineering Fabric Innovationへの

挑戦」の基本方針のもと、当社グループの持つ原材料技術、製造プロセスおよび加工法から生み出される

高機能製品を「Engineering Fabrics」と位置づけ、顧客のニーズや製品づくりを機能で支えることに主

眼をおき、策定から５年後の経営目標を設定しております。

 

この経営目標達成に向け、以下の８つの基本戦略を定め、実行してまいります。

①新規事業の推進

「Engineering Fabrics」の機能を活かし、「ヘルスケア、エコロジー、コンフォート」

　のターゲット市場で新製品開発や新たなマーケット・地域への進出など、新規事業の推進

　に傾注します。

②海外事業展開

北米とアジアを重点地域とし、当社グループのグローバル・ネットワークを有効活用して

　事業の拡大を図ります。

③開発アイテムの早期事業化

「Engineering Fabrics」の複合化技術をベースに、マネージメント・オブ・テクノロジ

　ー（MOT）(注)の手法を活用し、開発の仕組みの改革など、開発アイテムの早期事業化を

　推進します。

　(注)技術を核にした事業展開で、顧客や事業に貢献する技術開発を促進すること

④既存事業の方向付け

既存事業の選択と集中、効率化や最適化、ビジネス・モデルの見直しを行い、戦略的事業

　拡大と収益性の向上を図ります。

⑤生産拠点の最適化

グローバル生産拠点を活用した最適地生産を行い、また、国内生産拠点では、さらに効率

　的で生産性の高いものづくりを行います。

⑥業務改善と経営の効率化

業務イノベーション、サプライチェーン・マネージメント強化およびコスト構造見直しを

　積極的に推進し、資本効率やコスト効率を高め、キャッシュ・フローの増加を目指します。

⑦求められる人材の養成

人材の育成と確保は経営目標達成のための重要課題であり、人材育成、採用および人事制

　度を戦略的に展開していきます。

⑧CSR・環境経営

コンプライアンスを重視し、制度や規程、コーポレート・ガバナンス体制を継続的に整備

　強化します。また、環境基本理念に基づき、環境負荷の少ないオペレーションや環境に配

　慮した製品の提供を行います。

　
当社グループは、8つの基本戦略を確実に達成することで、グループ業績や企業価値の向上

 とともに、株主の皆様への継続的利益還元に向けて、将来的な基盤が整備できるものと考え

 ております。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績および財務状況等に影響を及ぼすおそれのあるリスクは以下のようなものがあ

ります。なお、文中における事項は有価証券報告書提出日（平成24年６月28日）現在において、当社グルー

プが判断したものであります。
　

（１）経済状況

当社グループの営業収入のうち、ほとんどを占める不織布および不織布加工品は、当社グループが製品

を販売している国または地域の経済状況の影響を受けます。同様に当社グループの製品および他社製品に

組み込まれた当社グループの製品の需要は、当社グループが製品を販売している様々な市場における経済

状況の影響を受けます。従いまして、日本、北米、アジアを含む当社グループの主要市場における景気後退、

およびそれに伴う需要の縮小は当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼすおそれがあります。

（２）原料調達

当社グループは石油関連製品の原材料を多く使用しております。これらの価格は国際商品市況の影響を

受けるため、市況によっては原料費が上昇し、当社グループの業績に悪影響を与えるおそれがあります。

（３）為替レートの変動

当社グループの事業には、主に米国とアジアにおける製品の生産と販売が含まれております。各地域に

おける売上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために円換算されておりま

す。換算時のレートにより、これらの項目は元の現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算

後の価値が影響を受けるおそれがあります。一般に、他の通貨に対する円高は当社グループの事業に悪影

響を及ぼし、円安は当社グループの事業に好影響をもたらします。当社グループは中長期的な通貨変動に

より、計画された調達、製造および販売活動を確実に実行できない場合があるため、為替レートの変動は当

社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼすおそれがあります。

（４）製品開発力

当社グループは継続して斬新で魅力ある新製品を開発できると考えておりますが、新製品の開発と販売

プロセスは、その性質から複雑かつ不確実なものであり、様々なリスクが含まれております。例えば、①新

製品や新技術への投資に必要な資金と資源を今後十分充当できる保証はありません。②当社グループが市

場からの支持を獲得できる新製品、新技術を正確に予想できるとは限らず、またこれらの製品の販売が成

功する保証はありません。③技術の急速な進歩や変化により、当社グループの製品が時代遅れになるおそ

れがあります。上記のリスクをはじめとして、当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力

ある新製品を開発できない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、業績と財務状況に悪影響を及ぼす

おそれがあります。

（５）海外進出に潜在するリスク

当社グループの生産および販売活動は北米やアジア等日本国外でも行われております。米国・中国・香

港に連結子会社、中国・香港・韓国・台湾・タイ国には持分法適用会社があります。これらの海外市場へ

の事業進出にはいくつかのリスクが内在しております。①予期しない法律または規制の変更　②各国の税

制上の認識の相違による影響　③人材の採用と確保の難しさ　④政治体制、経済環境が日本国内と異なる点

　⑤テロ等による社会的混乱等が考えられます。これらのリスクは当社グループの業績と財務状況に悪影

響を及ぼすおそれがあります。
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（６）退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資

産の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件の

変更が必要な場合、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼすおそれがあります。

（７）減損会計

当社グループの資産の時価が著しく下落した場合や事業の収益性が悪化した場合には、減損会計の適用

により固定資産について減損損失が発生し、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼすおそれ

があります。

（８）自然災害等に関するリスク

地震、台風等の自然災害や火災などの発生により当社グループの工場、事業所等が被害を受けた場合、当

社グループの事業活動が停止するなどの事態を招く可能性があり、また、当社グループの業績および財務

状況に悪影響を与える可能性があります。

（９）損害賠償請求訴訟

当社は過年度において当社元社員が関与した不正取引に関連し、伊藤忠プラスチックス株式会社ほか１

社が原告となり、当社ほか３社に対して704百万円の損害賠償を求める訴訟を提起され、現在、係争中であ

ります。当社は、本訴訟における当社への損害賠償請求の内容について合理的な根拠を欠いていると考え

ており、裁判において争っていく方針であります。また現段階において将来発生する可能性がある金額を

見積り、必要と認められる金額について偶発損失引当金を計上しておりますが、結果次第で引当金以上の

損失が発生する可能性があります。 

　

５ 【経営上の重要な契約等】

技術契約

　

契約会社名 契約の相手方 国籍 契約の内容 対価 契約期間

日本バイリーン
株式会社

フロイデンベルグ
フリースストッ　
フェ K.G.

独国

 
(1) 不織布に関する情報

と技術の相互協力

 
(1) 無償
 

自平成21年１月１日至
平成25年12月31日
ただし、いずれかの当
事者の意思により契約
が終了しない限り、５
年毎に自動更新

(2) 商標権の使用許諾(2) 定率に
よる支払

日本バイリーン
株式会社

フロイデンベルグ
フィルトレーショ
ン テクノロジーズ
K.G.

独国

 
(1) フィルタに関する情

報と技術の相互協力

 
(1) 無償

自平成21年１月１日至
平成25年12月31日
ただし、いずれかの当
事者の意思により契約
が終了しない限り、５
年毎に自動更新

(2) 商標権の使用許諾(2) 定率に
よる支払
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社、連結子会社、および持分法適用会社）は、中期経営ビジョン「Engineering Fabric

Innovation」に基づき、優れた原材料技術、豊富な製造プロセスおよび多様な加工法の複合化による高機能

製品群をEngineering Fabricsと位置づけ、顧客のニーズや製品作りを機能で支えることができる製品の開

発を積極的に推進しています。また、環境に配慮した環境適合設計に重点を置くとともに、RoHS、REACHなど

の化学物質規制対応にも力点を置いた研究開発活動を行っています。なお、平成23年度は、東日本大震災の

影響から、サプライチェーンや品質保証対策にともなう開発活動にも注力しました。

当社における研究開発組織は、産業資材事業部の技術本部、自動車資材事業部の技術部、研究所、エンジニ

アリング部および技術研究管理部からなっております。また、自動車資材事業部に属する国内および海外子

会社ではフロアマットの開発を行っております。

産業資材事業部の技術本部は、衣料・メディカル、電気・工業、空調に関連した用途分野を受け持ち、それ

ぞれの営業部と協力して短中期的な不織布製品の開発および改良を行っています。貼付薬用基布のための

新設備の導入が完了し、国内外向け貼付薬用基布、液体フィルタ、次世代ニッケル水素電池用セパレータ、リ

チウムイオン電池用セパレータ、各種エアフィルタなどの開発に取り組みました。また、技術力の向上と開

発の効率化のため、各分野に共通する技術基盤の開発への取り組みを強化しました。

自動車資材事業部の技術部は営業部と直結して短中期的な不織布製品の開発および改良を行っており、

成型性やデザイン性に優れた天井材用不織布などの開発を行っております。なお、フロアマットの開発は平

成23年４月から子会社である日本ＶＩＡＭ株式会社に集約いたしました。また海外子会社バイアムマニ

ファクチュアリングインコーポレーテッドでは、米国で調達する原材料を使用して試験研究ならびに生産

技術開発を行うとともにフロアマットの開発を行っており、海外での成長に寄与しています。

研究所は、新規分野の開拓と不織布関連の既存分野の拡大を目指し、新規技術および新規材料について中

長期的な開発を行っています。繊維表面の有効利用に重点を置いて細繊維化と表面改質に取り組んでおり、

ナノファイバー不織布、不織布の繊維表面加工による高機能材などの開発を進め、その実用化に取り組んで

います。現在は、無機ナノファイバー不織布による細胞培養担体や燃料電池用部材などの開発に注力してい

ます。

また、エンジニアリング部は、生産部門や関連子会社、海外関係会社などとの連携のもとに、不織布生産設

備および加工設備を中心とした、新規生産技術や工程制御技術の研究に取り組むとともに、研究所が開発し

た新規技術の設備化研究を行っています。

技術研究管理部は、主要開発テーマの横断的調整や進捗管理、開発品や競合品についての分析および物性

測定を担うと同時に、産業財産権の出願・権利の保全、技術情報やマーケット情報の提供等の支援を行って

います。平成23年度における特許出願件数は合計47件でした。

当連結会計年度において実施した研究開発費はグループ全体で18億3千3百万円になりました。なお、当社

グループでは研究開発をセグメントに分けて管理していないことからセグメント別には研究開発費を把握

しておりません。

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

日本バイリーン株式会社(E00594)

有価証券報告書

 17/122



　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態

［資産］

資産合計は513億8千8百万円と前連結会計年度末に比べ9億7千1百万円の増加になりました。

流動資産（対前連結会計年度末3千4百万円の減少）は、年後半の国内販売が増加したことなどにより、

受取手形及び売掛金、原材料及び貯蔵品が増加しましたが、現金及び預金が減少したことなどで、わず

かに減少しました。

固定資産(対前連結会計年度末10億6百万円の増加)は、主に有形固定資産が17億2千2百万円増加したこ

とによります。これは有形固定資産にかかわる設備投資を38億7千6百万円実施したこと、および米国に

おける関連会社を完全子会社化したため固定資産を連結したことによります。なお有形固定資産の減

価償却費は24億8千7百万円になりました。主な設備投資は、当社東京工場における不織布製造設備新設

（産業資材事業）、北米子会社における新工場建設（自動車資材事業）および中国子会社における工

場建屋建設（自動車資材事業）であります。

　
［負債］

負債合計は226億8千1百万円と前連結会計年度末に比べ5億9千3百万円の増加になりました。

流動負債（対前連結会計年度末3億4千6百万円の減少）は、商品、原材料の購入増などにより支払手形

及び買掛金が増加しましたが、1年内返済予定の長期借入金が10億円減少したことと、設備関係未払金

および設備関係支払手形が減少したことなどにより減少しました。

固定負債（対前連結会計年度末9億3千9百万円の増加）は、主に長期借入金が8億2千2百万円増加した

ことなどによります。

　
［純資産］

純資産の合計は287億6百万円と前連結会計年度末に比べ3億7千8百万円の増加になりました。

株主資本（対前連結会計年度末6億7千4百万円の増加）は、主に当期純利益により増加いたしました。

その他の包括利益累計額（対前連結会計年度末2億9千6百万円の減少）は、在外子会社および関係会社

における換算レートが円高になったことで為替換算調整勘定のマイナスが増加したことなどにより減

少しました。

　
（２）経営成績

「１　業績等の概要、１. 業績」を参照願います。

　
（３）キャッシュ・フローの状況の分析

「１　業績等の概要、２. キャッシュ・フローの状況」を参照願います。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社および連結子会社）では、設備の新設および改修による有形固定資産の投資額（検

収ベース）を42億円と計画しておりましたが、実施した投資額は38億7千6百万円になりました。

主なものは、当社東京工場における不織布製造設備新設（産業資材事業）、北米子会社における新工場建

設（自動車資材事業）および中国子会社における工場建屋建設（自動車資材事業）であります。

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

当連結会計年度において、次の設備投資を行いました。

会社名
事業所名
(所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
資金調達
方法

設備投資金額
（百万円）

提出会社
東京工場
(茨城県古河市)

産業
資材事業

不織布生産設備 自己資金 904

バイキャムイ
ンコーポレー
テッド

本社工場
(米国テネシー州)

自動車
資材事業

工場土地
・建物紡糸延伸設備

自己資金
および
外部借入

1,321

天津バイアム
オートモー
ティブプロダ
クツカンパ
ニーリミテッ
ド

本社工場
(中国天津市)

自動車
資材事業

工場土地(借地権)・建物
自動車用フロアマット生
産設備

自己資金
および
外部借入

390
(注２)

（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２　上記投資金額は借地権73百万円を含んでおります。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成24年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備
の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

滋賀工場
(滋賀県守山市)

(注２)

産業資材事業
自動車資材事業
その他

不織布生産
設備　他

1,605 525
427
(84)
[5]

110 2,669 306

東京工場
(茨城県古河市)

産業資材事業
自動車資材事業
その他

不織布生産
設備および
研究開発設備 他

3,1182,122
207
(137)

269 5,718 335

　

(2) 国内子会社

(平成24年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備
の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

小山化学㈱
本社工場
(栃木県
小山市)

自動車
資材事業

紡糸設備 336 444
 

799
(32)

31 1,611 85

パシフィック技
研㈱

本社工場
(滋賀県
野洲市)

産業
資材事業

不織布
加工設備

217 53
 

470
(9)

6 747 38

キュムラス㈱
（注３）

本社工場
(静岡県
富士市)

産業
資材事業

不織布
生産設備

115 54
 

1,138
(8)

2 1,312 39
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(3) 在外子会社

   (平成24年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備
の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

バイアム
マニファクチュ
ア リ ン グ イ ン
コーポレーテッ
ド

本社工場
(米国
テネシー州)

自動車
資材事業

自動車用
フロアマット
生産設備

1,374 664
 

53
(117)

693 2,785227

天 津 バ イ ア ム
オートモーティ
ブプロダクツカ
ン パ ニ ー リ ミ
テッド
（注４）

本社工場
(中国
天津市)

自動車
資材事業

自動車用
フロアマット
生産設備

3 160
―
[17]

410 574 159

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品と建設仮勘定の合計であります。なお、金額には、

消費税等は含まれておりません。

２　土地の一部を賃借しております。賃借料は６百万円であり、土地の面積については、[ ]で外書きしております。

３　土地は提出会社から賃借しております。

４　土地を借地しております。借地権は73百万円であり、土地の面積については、[ ]で外書きしております。

５　現在休止中の主要な設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備
の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

バイアム
マニファ
クチュア
リングイ
ンコーポ
レーテッ
ド

カリフォル
ニア工場
(米国カリ
フォルニア
州)

自動車
資材事業

自動車
用
フロア
マット
生産設
備

50 24
 

88
(14)

2 165 2

　　 ６　上記の他、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。

提出会社

事業所名 セグメントの名称 設備の内容 賃貸期間
年間賃借料
(百万円)

差入保証金
(百万円)

本社
産業資材事業
自動車資材事業
その他

事務所建物
平成23年
～ 平成25年

232 266
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

 平成24年度では、現在計画・建設中の設備の完成を目指し、投資額30億円（検収ベース）を計画してお

ります。なお、その所要資金は自己資金および借入金にて充当する予定です。
　

(1) 重要な設備の新設等

平成24年３月29日開催の当社取締役会においてメキシコにおける自動車用フロアマット製造・販売会

社の設立が承認され、当該子会社において以下の設備投資が計画されております。

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備
の内容

投資予定額
(百万円) 資金

調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

バイアムマニ
ファクチュア
リングメキシ
コソシエダア
ノニマデカピ
タルバリアブ
レ

本社工場
(メキシコ合衆
国アグアスカリ
エンテス州)

自動車
資材事業

工場土地
・建物
自動車用
フロアマッ
ト生産設備

510
(注２)

―

自己
資金
および
外部
借入

平成24年
５月

平成24年
10月

フロア
マット
１百万
セット
(年)

（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　設備投資額は666百万円を計画しておりますが、上記記載金額は平成24年10月までに完成予定の設備投資予

　　定額です。

　
(2) 重要な設備の除却等

　

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 152,713,000

計 152,713,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,140,945 60,140,945
東京証券取引所
(市場第一部)

　　　　単元株式数
　　　　　1,000株

計 60,140,945 60,140,945― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 平成13年改正旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　
株主総会の特別決議（平成17年6月29日）

　 事業年度末現在
(平成24年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数（個） 　77　(注）1 　77（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  　　7,700　(注) 2  　　7,700  (注) 2

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
 

平成17年8月1日～
平成37年6月29日

同左
 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格および資本組入額
（円）

発行価格　　　1
資本組入額　　1

　

同左

 

新株予約権の行使の条件 1.新株予約権の割当てを受けた者（以下
「新株予約権者」という）は、上記の新
株予約権の行使期間において、当社の取
締役の地位を喪失したときに限り、新株
予約権を行使できるものとする。ただし
この場合、新株予約権者は、地位を喪失し
た日の翌日（以下「権利行使開始日」と
いう）から当該権利行使開始日より10日
を経過する日までの間に限り、新株予約
権を行使することができる。

2.上記1.に関わらず、新株予約権者は以下
の①②に定める場合には、それぞれに定
める期間内に限り新株予約権を行使でき
る。

① 新株予約権者が平成36年６月29日に至
るまでに権利行使開始日を迎えなかっ
た場合

　 平成36年6月30日から平成37年6月29日
② 当社が消滅会社となる合併契約書、当社
が完全子会社となる株式交換契約書の
議案または株式移転の議案につき当社
株主総会で承認された場合

　 当該承認日の翌日から10日間
3.新株予約権者が死亡した場合、相続人は
新株予約権を相続することができる。た
だし、相続人は、新株予約権者が死亡退任
した日の翌日から６ヶ月を経過する日ま
での間に限り、新株予約権を行使できる
ものとする。

4.各新株予約権の一部行使はできないもの
とする。

5.この他の権利行使の条件は、株主総会決
議および取締役会決議に基づき、当社と
新株予約権の割当を受けた者との間で締
結した新株予約権割当契約の定めるとこ
ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承
認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 ― ―
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(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１００株であります。

２　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整し（１株未

満の端数は切捨て）、調整後の付与株式数に当該時点で行使または償却されていない新株予約権の総数を乗じ

た数といたします。

　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合など、新株予約

権の目的となる株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件など

を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整いたします。

　
② 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　
株主総会の決議（平成18年６月29日）

　
事業年度末現在
(平成24年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数（個） 　66　(注）1 　66　(注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　 　　6,600  (注) 2  　　6,600　(注) 2

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1 同左

新株予約権の行使期間
平成18年9月16日～
平成38年6月29日

同左
 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格および資本組入額
（円）

発行価格　　 615
資本組入額　 308

　

同左

 

新株予約権の行使の条件 1.新株予約権の割当てを受けた者（以下
「新株予約権者」という）は、上記の新
株予約権の行使期間内において、当社の
取締役の地位を喪失した時に限り、新株
予約権を行使できるものとする。ただし、
この場合、新株予約権者は、地位を喪失し
た日の翌日（以下、「権利行使開始日」
という。）から10日を経過する日までの
間に限り、新株予約権を行使することが
できる。

2.上記1.に関わらず、新株予約権者は以下
の①②に定める場合（ただし、②につい
ては、新株予約権者に再編対象会社の新
株予約権が交付される場合を除く）に
は、それぞれに定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。

① 新株予約権者が平成37年6月29日に至る
までに権利行使開始日を迎えなかった
場合
平成37年6月30日から平成38年6月29日

② 当社が消滅会社となる合併で契約承認
の議案、または当社が完全子会社となる
株式交換契約もしくは株式移転計画承
認の議案につき当社株主総会で承認さ
れた場合(株主総会決議が不要な場合
は、当社の取締役会決議の決定がなされ
た場合)
当該承認日の翌日から10日間

3.新株予約権者が死亡した場合、相続人は
新株予約権を相続することができる。た
だし、相続人は、新株予約権者が死亡退任
した日の翌日から6ヶ月を経過する日ま
での間に限り新株予約権を行使できるも
のとする。

同左
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　 株主総会の決議（平成18年６月29日）

　 事業年度末現在
(平成24年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

　 4.各新株予約権の一部行使はできないもの
とする。

5.この他の権利行使の条件は、株主総会決
議および取締役会決議に基づき、当社と
新株予約権の割当を受けた者との間で締
結した新株予約権割当契約の定めるとこ
ろによる。

　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承

認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注)3 同左

(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１００株であります。

２　当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同

じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するものといたします。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株式

数を調整いたします。なお、上記の調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものといたします。

３　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存

する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記新株予約権の目的となる株式の数に準じて決定します。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記(3)に

従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社

の株式1株当たり1円とします。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額に準じて決定します。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。
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(8) 新株予約権の取得条項

以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議の決

定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができるものと

します。

・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

・当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

・当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の取り決めに準じて決定します。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年５月14日 △5,000,00060,140,945 ― 9,816 ― 7,492

(注)  当社は平成22年４月28日開催の取締役会決議に基づき、会社法178条の規定により、平成22年５月14日付で、

自己株式5,000,000株を消却いたしました。

　
(6) 【所有者別状況】

(平成24年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府
および
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 33 35 126 81 2 4,4214,698 ―

所有株式数
(単元)

― 5,768 730 10,07519,340 2 23,87259,787353,945

所有株式数
の割合(％)

― 9.65 1.22 16.8532.35 0.00 39.93100.00 ―

(注)　自己株式10,308,605株は「個人その他」に10,308単元、「単元未満株式の状況」に605株含まれております。

　　　なお、自己株式10,308,605株は、株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は、10,307,605株

であります。
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(7) 【大株主の状況】

(平成24年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フロイデンベルグ ベタイリグン
グス アーゲー
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

Hoehnerweg 2-4 69465 Weinheim Germany
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

16,647 27.68

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号 7,242 12.04

日本バイリーン取引先持株会 東京都中央区築地五丁目6番4号 1,406 2.34

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 （信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,399 2.33

日誠不動産株式会社 東京都中央区日本橋三丁目7番20号 1,000 1.66

日本バイリーン従業員持株会 東京都中央区築地五丁目6番4号 913 1.52

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番3号 840 1.40

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

Woolgate House, Coleman Street London
EC2P 2HD, England
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

635 1.06

第一生命保険株式会社
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町一丁目13番1号
（東京都中央区晴海一丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟）

590 0.98

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社
（常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番1号　　　　　（東
京都港区浜松町二丁目11番3号）

365 0.61

計 ― 31,038 51.61

（注) １  当社保有の自己株式は10,307,605株であり、発行済株式総数に対する割合は17.14%であります。

２　フロイデンベルグ ベタイリグングス アーゲーは、平成24年5月16日付で組織および商号を変更し　　　　フロイ

デンベルグ エスエーとなっております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成24年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

10,307,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

49,480,000
49,480 同上

単元未満株式
普通株式

353,945
― 同上

発行済株式総数 60,140,945 ― ―

総株主の議決権 ― 49,480 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式605株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成24年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本バイリーン株式会社

東京都中央区
　　築地五丁目６番４号

10,307,000 ― 10,307,00017.14

計 ― 10,307,000 ― 10,307,00017.14

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

①　新株予約権方式のストックオプション

イ　平成17年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づくもの

平成13年改正旧商法の規定に基づき、当社の取締役に対して株式報酬型のストックオプションとして

特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成17年６月29日開催の第59回定時株主総会に

おいて特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分および人数 当社取締役　３名 （注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載されております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

同上

(注)　付与対象者の区分および人数につきましては、平成24年３月31日現在の人数を記載しております。

　

　 ロ　平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づくもの

会社法の規定に基づき、取締役のストックオプション報酬額の設定およびストックオプションとして

取締役に対し、新株予約権を発行することを平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議したも

のであります。

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分および人数 当社取締役　３名 （注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載されております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

同上

(注)　付与対象者の区分および人数につきましては、平成24年３月31日現在の人数を記載しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取り請求による普通

株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

    該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

 当事業年度における取得自己株式 3,598 1,278

 当期間における取得自己株式（注） ― ―

（注）当期間における取得自己株式数には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 10,307,605 ― 10,307,605 ―

（注）当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までのストックオプションの行

使および単元未満株式の買取による株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、利益配分に関する基本方針として、平成21年５月15日の取締役会で以下の内容を決議しており

ます。

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、安定配当の考え方を堅持

しつつ、事業収益ならびにキャッシュフローの状況等を勘案し、連結当期純利益の一定比率を配当の

目安としてまいりました。

　なお、今後につきましては、事業収益ならびにキャッシュフローの状況等を勘案したうえで、一定の

安定的な配当を行うとともに、連結当期純利益の30％以上を配当の目安とし、業績向上に努めてまい

ります。

※上記方針の「今後」とは、取締役会決議日である平成21年５月15日以降を指します。

　

当期の期末配当金につきましては、上記の業績ならびに今後の経営環境などを勘案し、剰余金の配当等

の決定に関する方針に基づき、1株につき7円とさせていただきます。これにより、すでにお支払いしてい

る中間配当金（1株につき7円）を加えました年間の配当金は1株につき14円になります。

　なお、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針にしております。

　また、当社は、定款に「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段

の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める。」旨、また期末配当・

中間配当のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨定款に定めております。

　内部留保資金につきましては、既存事業の拡大や新規事業の開発、強化などの設備投資など将来の企業

価値を高めるための投資に優先的に活用することで、株主資本利益率の増大に努めてまいります。

　(注)　当事業年度の剰余金の配当

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成23年10月28日取締役会決議 348 7

平成24年５月11日取締役会決議 348 7

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 786 613 608 465 419

最低(円) 364 324 383 310 296

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 361 332 341 351 383 384

最低(円) 320 296 318 322 338 361

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任

期

所有株式数

(千株)

代表取締役
社長

監査部管掌 吉　田　俊　雄 昭和23年５月24日生

昭和46年４月 当社入社

※１ 29

平成14年７月 理事第二事業部空調資材本部長

平成16年６月 理事第二事業部長

平成17年６月 取締役第二事業部長

平成21年６月 常務取締役第二事業部長

平成22年４月 常務取締役自動車資材事業部長

同　　年６月 代表取締役社長（現）

専務取締役

産業資材事業
部・自動車資
材事業部管掌
・資材購買部
担当

水　谷　良　明 昭和23年７月28日生

昭和46年４月 東レ株式会社入社

※１ 31

平成９年10月 同社トレロン・ナイロン短繊維事

業部長

平成11年６月 当社入社

取締役衣料資材事業部長

同　　年10月 取締役第一事業部長

平成16年４月 取締役

平成19年６月 取締役第一事業部長

平成21年６月 常務取締役第一事業部長

平成22年４月 常務取締役産業資材事業部長

同　　年６月

平成24年６月

常務取締役

専務取締役（現）

常務取締役

生産部門・企
画部管掌・研
究所・技術研
究管理部・品
質保証部担当

木　村　政　廣 昭和25年６月17日生

昭和49年４月 当社入社

※１ 14

平成17年７月 理事企画部長

平成21年６月 取締役企画部長

平成22年４月

平成24年１月

同　　年４月

同　　年６月

取締役

取締役企画部長

取締役

常務取締役（現）

取締役

自動車資材事
業部担当・自
動車資材事業
部長委嘱
 

松　宮　泰　文 昭和24年９月24日生

昭和47年４月 当社入社

※１ 7

平成19年１月 当社 理事 バイアムマニファク

チュアリングインコーポレーテッ

ド 代表取締役社長

同　　年10月 理事第二事業部自動車資材本部 

副本部長

平成20年４月 理事第二事業部自動車資材本部長

平成21年６月 取締役第二事業部自動車資材本部

長

小山化学株式会社代表取締役社長

（現）

平成22年４月 取締役自動車資材事業部自動車資

材本部長

同　　年６月 取締役自動車資材事業部長（現）

取締役

産業資材事業
部担当・産業
資材事業部長
委嘱

溝　口　正　伸 昭和24年２月２日生

昭和49年４月 当社入社

※１ 12

平成19年１月 理事第一事業部産業資材本部長

平成22年４月 理事産業資材事業部電気・工業資

材本部長

同　　年６月 取締役産業資材事業部長兼電気・

工業資材本部長

平成23年４月 取締役産業資材事業部長（現）

　

EDINET提出書類

日本バイリーン株式会社(E00594)

有価証券報告書

 32/122



　
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任

期

所有株式数

(千株)

取締役

CSR担当・総
務人事部・大
阪支店・名古
屋支店担当・
総務人事部長
委嘱

青　木　則　幸 昭和26年３月14日生

昭和48年４月 当社入社

※１ 35

平成20年７月 理事総務人事部長

平成22年６月 取締役総務人事部長（現）

取締役

滋賀工場・東
京工場・生産
管理部・エン
ジニアリング
部担当・東京
工場長委嘱

中 小 路　康 治 昭和28年１月２日生

昭和46年４月 当社入社

※１ 6

平成21年７月 理事滋賀工場長

平成22年６月 取締役東京工場長（現）

　 　

　 　

取締役

経営財務部・
業務管理部・
営業業務部担

当

川　村　 　 智 昭和33年11月５日生

平成２年９月

平成20年７月

平成20年10月

平成24年６月

当社入社

理事第二事業部空調資材本部長

理事経営財務部長

取締役（現）

※１ 28

取締役
企画部担当・
企画部長委嘱

下　田 　敦　司 昭和33年11月15日生

昭和56年４月

平成20年７月

 
平成22年４月

 
平成24年４月

同　　年６月

当社入社

理事第一事業部衣料・メディカル

資材本部長

理事産業資材事業部衣料・メディ

カル資材本部長

理事企画部長

取締役（現）

※１ 5

取締役 　
トーマス・
ザイデル

昭和34年７月22日生

昭和62年９月 カールフロイデンベルグ社(独国)

入社

※１ 1

平成６年２月 日本ルトラビル株式会社入社

平成９年１月 フロイデンベルグ社(独国)入社

平成13年１月 同社日本・東南アジア地域副代表

(東京)

平成14年１月 同社日本・中国・東南アジア地域

代表(上海)

同　　年６月

平成20年１月

当社取締役(現)

フロイデンベルグノンウーブンズ

アジア首席代表（東京）（現）

取締役 　 枡　田　章　吾 昭和26年８月15日生

昭和50年４月 東レ株式会社入社

※１ ―

平成11年１月 ペンファブリック社取締役兼東レ

株式会社財務経理部門主幹（マ

レーシア地区財経チーフ）

平成13年６月 東レ株式会社経理部長

平成18年６月 同社関連事業本部長補佐兼関連業

務部長兼経営企画室参事

平成19年６月 同社取締役

平成22年６月

平成23年６月

当社取締役（現）

東レ株式会社常務取締役（現）

常勤監査役 　 安　保　敬　二 昭和23年９月27日生

昭和46年４月 当社入社

※４ 30

平成17年７月 理事経営財務部長

平成19年６月 取締役経営財務部長

平成20年10月 取締役

平成24年６月 常勤監査役(現)

常勤監査役 　 安　部　靜　彦 昭和22年９月１日生

昭和46年７月 大日本インキ化学工業株式会社

（現ＤＩＣ株式会社）入社

※２ 5

平成４年８月 同社経営企画部担当部長

平成６年８月 同社経理部担当部長

平成11年１月 同社経理部長

平成16年６月 同社監査役

平成20年６月 同社常務執行役員

平成21年６月 当社常勤監査役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任

期

所有株式数

(千株)

常勤監査役 　 望　月　邦　計 昭和22年12月６日生

昭和47年４月 東レ株式会社入社

※２ 4

平成８年６月 同社プラスチック事業企画管理部

長

平成11年12月 トーレ・プラスチックス・ヨー

ロッパ社財務経理部門長

平成13年11月 東レ・ファインケミカル株式会社

管理部門長補佐

平成14年４月 同社理事管理部門長

平成16年６月 同社取締役管理部門長

平成21年６月 当社常勤監査役（現）

監査役 　
ハインリッヒ・

メンクハウス
昭和30年12月27日生

昭和55年４月 第一次法律国家試験（ドイツ・司

法試験）合格

※３ ―

同　　年４月 ミュンスター大学（ドイツ）法学

部助手

昭和58年７月 デュッセルドルフ高等裁判所（ド

イツ）司法修習

昭和61年11月 第二次法律国家試験合格

昭和62年１月 中央大学法学部留学

平成元年２月 弁護士登録（ドイツ）

同　　年２月 在日ドイツ日本研究所法律担当研

究官

平成６年７月 ヨーロッパ日本研究協会事務総長

平成７年９月 在日ドイツ商工会議所法務部部長

平成13年８月 マールブルク大学（ドイツ）法学

部教授

平成14年２月 マールブルク大学（ドイツ）日本

研究センター所長

平成20年４月 明治大学法学部専任教授（現）

平成21年４月 明治大学大学院法学研究科専任教

授（現）

平成22年６月 当社監査役(現)

計 　 207

　 (注) １  任期(※１)は、平成24年６月28日開催の定時株主総会から平成25年６月開催予定の定時株主総会終結のとき
までであります。

２　任期(※２)は、平成21年６月26日開催の定時株主総会から平成25年６月開催予定の定時株主総会終結のときま
でであります。

３　任期(※３)は、平成22年６月29日開催の定時株主総会から平成26年６月開催予定の定時株主総会終結のときま
でであります。

４　任期(※４)は、平成24年６月28日開催の定時株主総会から平成28年６月開催予定の定時株主総会終結のときま
でであります。

５　取締役枡田章吾は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。
６　常勤監査役安部靜彦、常勤監査役望月邦計および監査役ハインリッヒ・メンクハウスは、会社法第２条第16号

に定める「社外監査役」であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスを、変化する社会・経済諸情勢の下で企業が成長・発展を持続し、株主

の利益を最大化するために極めて重要な事項と捉えており、その充実に向け、重要な意思決定の迅速化、業務

執行責任の明確化、コンプライアンス体制および内部統制システムの整備・強化、タイムリーディスクロー

ジャーの充実に取り組んでおります。

① 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

　イ　会社の機関の基本説明

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、社外監査役２名を含む常勤監査役３名および社外監

査役である非常勤監査役１名で構成され、原則として毎月開催されております。

当社の取締役会は、常勤の取締役９名、社外取締役１名を含む非常勤取締役２名および監査役で構成さ

れており、毎月開催される定例取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催し、重要事項に

ついての審議、決定を行っております。また、経営環境の変化に迅速に対応することができる経営体制

を維持するため、取締役の任期は１年としております。当社は、経営に重要な影響を与える事項につい

ては、代表取締役社長の諮問機関である役員会において事前に審議し、実施にあたっては必要に応じて

取締役会の決定を得ております。役員会は原則として毎月１回行われ、常勤の取締役、理事、監査役およ

び必要に応じて部署長が出席し、経営戦略上、重要な課題に関する審議および報告を行っております。

同様に社長の諮問機関として、リスクマネジメントの仕組の構築・運用、企業倫理・法令遵守の推進、

積極的なＣＳＲ・社会貢献活動等企業風土の醸成を目的とするＣＳＲ委員会を設置しております。Ｃ

ＳＲ委員会は適宜開催し、当社グループのＣＳＲの推進に関する方針および目標等を審議しておりま

す。また、取締役および理事等の人事事項（選任・報酬等）の公正な決定を行うため、人事委員会を設

置し、取締役・理事等の人事事項について審議しております。

　ロ　コーポレート・ガバナンス体制の模式図
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　ハ　内部統制システムの整備の状況

　当社は、内部統制とは①業務の有効性および効率性、②財務報告の信頼性、③事業活動に関わる法令等

の遵守、④資産の保全という４つの目的を達成するために構築する体制およびプロセスであると位置

づけ、健全で持続的な発展をするためには内部統制システムを整備し運用することが経営上の重要な

課題であると認識しており、平成18年５月18日開催の取締役会において決議した「内部統制基本方

針」を取締役会で適宜改訂し、内部統制システムの整備を推進しております。なお、金融商品取引法が

定める財務報告に係る内部統制体制の構築のために、平成19年４月１日付にて設置した内部統制管理

室は、平成21年10月１日付で監査部と統合し、統合後の組織名称は監査部となっております。

　当社は、行動規範をグループ全体に適用する規範として位置づけ、グループ全体で関係法規の遵守の

徹底をはじめ、環境保全、社会貢献などにも積極的に取組む姿勢を明確にしており、当社を取り巻く環

境の変化に応じて適宜改訂を行っております。このほかに「CSR委員会」を平成18年４月に設置し、併

せて「CSR憲章」を定め、企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するための体制を整え、よ

り充実させるよう努めております。また、役員・従業員の不適正な業務執行により生産・販売活動等に

重大な支障が生じないよう、リスクの高い業務執行については内部牽制の強化に努めております。

　ニ　監査役監査および内部監査の状況

　監査役は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツおよび内部監査部門である監査部と緊密な連

係を保ち、監査計画および監査結果を聴取するとともに、会計監査人の独立性、会計監査の適正性を監

視、検証し、必要に応じ、期中においても意思疎通および情報交換を行い、効果的かつ効率的な監査を実

施しております。各監査役は、取締役会・役員会などの重要会議に出席し、経営全般ならびに個別案件

に関する公正不偏の立場で意見陳述を行うとともに、法令遵守体制やリスク管理体制を含む内部統制

システムの状況を調査するなど、取締役の職務の執行を監査しております。

内部監査については各部門から独立した監査部（人員５名）が担当しており、定期的に監査を行い、

法令や社内規程の遵守状況、経営活動全般にわたる管理・運営状況、重点施策の執行・浸透状況を独立

した立場から検討・評価し、その結果に基づく問題点の指摘および改善の方向性の提案を行っており

ます。監査役、監査部および会計監査人は、上記に基づき適宜当社各部門の監査を行い、監査対象である

各部門からは必要な事項について報告を行い、問題点の指摘を受けた場合は適切な改善措置をとって

おります。当社の内部統制部門である総務・法務担当部署、経理・財務担当部署等と監査役、監査部お

よび会計監査人は、適宜情報交換を行う等必要に応じて連係を図っております。なお、内部統制部門の

一部署である総務・法務担当部署は、監査役会の事務局として、監査役会運営の事務サポートを行って

おります。

　ホ　社外取締役および社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であります。

当社は、社外取締役は当社の経営陣から影響を受けず、客観的・専門的立場から当社の意思決定に対

して助言・監督を行うことがその機能・役割であると考えております。

社外取締役枡田章吾氏は、東レ株式会社において、財務・会計および企業経営に関する豊富な経験があ

り、幅広い専門的知見を当社の経営に反映していただくため選任いたしました。

　東レ株式会社は、当社の株式を12.04％所有する主要株主であり、枡田章吾氏は同社の常務取締役であ

りますが、当社は独自の経営判断で事業活動を行っており独立性は確保されております。同社とは、原

料・商品の仕入れ（当事業年度実績1,240百万円、全体の8.6%）、商品・製品の販売（当事業年度実績

34百万円、全体の0.1%）などの取引関係がありますが、市場価格等を参考にしながら取引条件を決定し

ており、また、当社の経営判断において同社からの制約を受けることはないため、一般株主と利益相反

が生じるおそれはないものと判断しております。
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当社は、社外監査役は当社の経営陣から影響を受けず、客観的・専門的立場から意見を表明し、監査

の実効性を高めることがその機能・役割であると考えております。当社の社外監査役は、それぞれ独立

した立場から、専門的見地に基づき、経営の適法性・妥当性等に関し、適宜意見表明を行っており、監査

は適切に遂行されていると考えております。

　社外監査役安部靜彦氏および望月邦計氏は、企業経営および経理業務に関して、長年にわたる豊富な

経験を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。社外監査役安部靜彦氏

は、就任当時大株主であったDIC株式会社の出身でありますが、現在では当社の大株主ではなくなって

いるため独立した立場からの経営監視が可能であります。同社とは、原料・商品の仕入れ（当事業年度

実績205百万円、全体の1.4%）、商品・製品の販売（当事業年度実績24百万円、全体の0.1%）などの取引

関係がありますが、市場価格等を参考にしながら取引条件を決定しており、また、当社の経営判断にお

いて同社からの制約を受けることはないため、一般株主と利益相反が生じるおそれはないものと判断

しております。社外監査役望月邦計氏は、当社の株式を12.04％所有する主要株主である東レ株式会社

の出身でありますが、当社は独自の経営判断で事業活動を行っており独立性は確保されております。同

社とは、原料・商品の仕入れ（当事業年度実績1,240百万円、全体の8.6%）、商品・製品の販売（当事業

年度実績34百万円、全体の0.1%）などの取引関係がありますが、市場価格等を参考にしながら取引条件

を決定しており、また、当社の経営判断において同社からの制約を受けることはないため、一般株主と

利益相反が生じるおそれはないものと判断しております。社外監査役ハインリッヒ・メンクハウス氏

は、大学教授として法令についての高度な能力および幅広い見識を有しております。ハインリッヒ・メ

ンクハウス氏が教授として在籍しております明治大学および明治大学大学院と当社とは特別な利害関

係はありません。社外監査役安部靜彦氏、望月邦計氏およびハインリッヒ・メンクハウス氏は、東京証

券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

　当社社外監査役３名のうち２名を常勤監査役とすることにより、上記「監査役監査および内部監査の

状況」に記載のとおり、会計監査人である有限責任監査法人トーマツおよび内部監査部門である監査

部と緊密な連係を保ち、効果的かつ効率的な監査を実施することが可能となっております。

　なお、各社外監査役と当社との間には、特別の利害関係はありません。

また、当社は社外取締役および監査役の独立性に関する基準または方針を定めておりません。

　ヘ　会計監査の状況

　当社は、会社法および金融商品取引法に基づく監査についての監査契約を有限責任監査法人トーマツ

と締結しております。同監査法人および当社監査業務に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の

間には、特別の利害関係はありません。

　なお、当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成につ

いては以下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

　指定有限責任社員　業務執行社員　阿部 功、安藤 武

・会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　６名、その他　８名

　ト　取締役の定数

　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

チ　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定め

ております。

リ　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を

取得することができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を目的とするもの

であります。
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ヌ　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これ

は、株主への機動的な利益還元を目的とするものであります。

ル　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的としたものであります。

ヲ  責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役 枡田章吾氏ならびに社外監査役 望月邦計氏およびハインリッヒ・メンクハウス

氏と会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は

法令が規定する最低責任限度額であります。

　
 ② リスク管理体制の整備の状況

　当社は、企業価値を維持・増大していくために、事業に関連する内外の様々なリスクを適切に管理する

ことを目的に、CSR委員会の中にリスク管理部会を設け、経営上のリスクの把握と対応に努めております。

　

 ③ 役員の報酬等

　イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等
の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象とな
る役員の
員数
(名)

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。）

217 167 ─ 50 ─ 10

監査役
（社外監査役を除く。）

17 17 ― ─ ─ 1

社外役員 40 40 ― ─ ─ 3

(注) 期末現在の人員数は取締役11名、監査役４名であります。なお、上記の支給人員との

    相違は、無報酬の取締役１名が在任していることによるものであります。

　
　ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　
　ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

総額
（百万円）

対象となる役員の
員数（名）

内容

40 4 使用人の職務を兼務している取締役が受取る使用人分の給与

　
　ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は取締役の報酬等の額の決定に関する方針を人事委員会において定めております。その内容は、

従業員給与に対する役位ごとの加算割合を定めるものであります。ただし、当該基準にかかわらず、適

宜人事委員会および取締役会において当社業績等を勘案し、状況に応じた取締役の報酬を決定してお

ります。監査役の報酬については、監査役の協議において、決定しております。
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 ④　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　銘柄数　　　　　　　　　　　　　 24銘柄

　　貸借対照表計上額の合計額　　　1,078百万円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表

　　　計上額および保有目的

　(前事業年度)

　　 特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

久光製薬㈱ 186,664 626取引関係強化のため

㈱東京スタイル 89,600 53取引関係強化のため

アゼアス㈱ 70,000 33取引関係強化のため

㈱オンワードホールディングス 48,714 30取引関係強化のため

㈱ワコールホールディングス 13,360 14取引関係強化のため

㈱三陽商会 38,388 9 取引関係強化のため

㈱ゴールドウィン 15,972 3 取引関係強化のため

タキヒョー㈱ 8,640 3 取引関係強化のため

㈱ケーヒン 1,200 1 取引関係強化のため

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 1,155 1 取引関係強化のため

日本シイエムケイ㈱ 2,200 0 取引関係強化のため

宇部興産㈱ 1,800 0 取引関係強化のため

　

　(当事業年度)

　　 特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

久光製薬㈱ 190,395 747取引関係強化のため

㈱ＴＳＩホールディングス 89,600 46取引関係強化のため

アゼアス㈱ 70,000 43取引関係強化のため

㈱オンワードホールディングス 59,852 40取引関係強化のため

㈱ワコールホールディングス 13,360 13取引関係強化のため

㈱三陽商会 38,388 8 取引関係強化のため

㈱ゴールドウィン 15,972 8 取引関係強化のため

タキヒョー㈱ 8,640 3 取引関係強化のため

㈱ケーヒン 1,200 1 取引関係強化のため

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 1,155 1 取引関係強化のため

日本シイエムケイ㈱ 2,200 1 取引関係強化のため

宇部興産㈱ 1,800 0 取引関係強化のため

　

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 46 2 45 3

連結子会社 ― ― ― ―

計 46 2 45 3

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

連結子会社であるバイアムホールディングインコーポレーテッドの、当社の監査公認会計士等と同

一のネットワークに属しているデロイト&トウシュリミテッドライアビリティパートナーシップに対

する監査報酬は28百万円であります。

当連結会計年度

連結子会社であるバイアムホールディングインコーポレーテッドの、当社の監査公認会計士等と同

一のネットワークに属しているデロイト&トウシュリミテッドライアビリティパートナーシップに対

する監査報酬は11百万円であります。

　
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して支払っている非監査業務の内容は、「IFRS（国際財務報告基準）

に関するアドバイザリー業務」であり、対価は2百万円であります。

当連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して支払っている非監査業務の内容は、「IFRS（国際財務報告基準）

に関するアドバイザリー業務」であり、対価は3百万円であります。

　
④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、株主総会開催日翌月初旬までに監査公認

会計士等と担当部署において報酬額の交渉を行い、交渉結果について監査役会の同意を受けた後、代表

取締役の決裁により決定いたします。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,034 6,624

受取手形及び売掛金 9,555 ※5
 10,855

商品及び製品 4,130 4,207

仕掛品 607 633

原材料及び貯蔵品 1,399 1,564

繰延税金資産 640 542

その他 911 821

貸倒引当金 △4 △8

流動資産合計 25,275 25,240

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 21,303 21,569

減価償却累計額 △14,250 △14,474

建物及び構築物（純額） 7,053 7,094

機械装置及び運搬具 34,599 36,372

減価償却累計額 △30,487 △31,709

機械装置及び運搬具（純額） 4,112 4,663

工具、器具及び備品 5,762 5,894

減価償却累計額 △5,188 △5,205

工具、器具及び備品（純額） 574 688

土地 3,230 3,223

建設仮勘定 1,363 2,385

有形固定資産合計 16,333 18,055

無形固定資産

のれん － 94

ソフトウエア 240 257

その他 49 124

無形固定資産合計 289 477

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 4,050

※1
 4,183

繰延税金資産 879 753

その他 ※1
 3,602

※1
 2,680

貸倒引当金 △14 △2

投資その他の資産合計 8,517 7,613

固定資産合計 25,140 26,147

資産合計 50,416 51,388
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,290 ※5
 4,336

短期借入金 4,948 5,129

1年内返済予定の長期借入金 3,223 2,223

未払金 921 1,232

未払法人税等 67 74

賞与引当金 813 559

役員賞与引当金 90 54

本社移転費用引当金 36 －

資産除去債務 44 －

設備関係支払手形 290 ※5
 99

その他 1,521 1,192

流動負債合計 15,247 14,901

固定負債

長期借入金 2,943 3,766

繰延税金負債 658 598

退職給付引当金 2,369 2,500

役員退職慰労引当金 12 14

偶発損失引当金 83 83

資産除去債務 118 147

その他 654 669

固定負債合計 6,840 7,779

負債合計 22,088 22,681

純資産の部

株主資本

資本金 9,816 9,816

資本剰余金 7,492 7,492

利益剰余金 19,078 19,755

自己株式 △4,539 △4,540

株主資本合計 31,848 32,523

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 128 248

繰延ヘッジ損益 △1 △0

為替換算調整勘定 △3,651 △4,069

その他の包括利益累計額合計 △3,524 △3,821

新株予約権 4 4

純資産合計 28,327 28,706

負債純資産合計 50,416 51,388
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 45,979 44,004

売上原価 ※1, ※4
 35,643

※1, ※4
 35,040

売上総利益 10,335 8,963

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 1,125 1,128

給料手当及び賞与 2,305 2,305

賞与引当金繰入額 265 178

役員賞与引当金繰入額 90 54

退職給付費用 337 389

福利厚生費 414 416

減価償却費 226 228

賃借料 544 581

研究開発費 ※1
 880

※1
 859

その他 1,913 1,839

販売費及び一般管理費合計 8,102 7,981

営業利益 2,232 982

営業外収益

受取利息 19 27

受取配当金 66 108

持分法による投資利益 1,098 948

その他 71 113

営業外収益合計 1,256 1,197

営業外費用

支払利息 86 75

為替差損 11 26

支払補償費 1 21

その他 42 34

営業外費用合計 141 158

経常利益 3,347 2,021

特別利益

貸倒引当金戻入額 13 －

固定資産売却益 ※2
 19

※2
 3

段階取得に係る差益 － 32

特別利益合計 32 35
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 64 29

投資有価証券評価損 － 50

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23 －

減損損失 ※3
 178 －

関係会社減資払戻差額 119 －

本社移転費用 ※5
 75

※5
 88

その他 6 0

特別損失合計 467 168

税金等調整前当期純利益 2,913 1,889

法人税、住民税及び事業税 627 387

法人税等調整額 53 127

法人税等合計 680 515

少数株主損益調整前当期純利益 2,232 1,373

当期純利益 2,232 1,373
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,232 1,373

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △19 120

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 △694 △262

持分法適用会社に対する持分相当額 △235 △154

その他の包括利益合計 △947 ※1
 △296

包括利益 1,285 1,077

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,285 1,077

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 9,816 9,816

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,816 9,816

資本剰余金

当期首残高 7,492 7,492

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,492 7,492

利益剰余金

当期首残高 19,504 19,078

当期変動額

在外持分法適用関連会社の会計処理の変
更に伴う増減

193 －

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 2,232 1,373

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 △2,202 －

当期変動額合計 △425 676

当期末残高 19,078 19,755

自己株式

当期首残高 △6,741 △4,539

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 2 －

自己株式の消却 2,202 －

当期変動額合計 2,202 △1

当期末残高 △4,539 △4,540

株主資本合計

当期首残高 30,071 31,848

当期変動額

在外持分法適用関連会社の会計処理の変
更に伴う増減

193 －

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 2,232 1,373

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 1 －

当期変動額合計 1,776 674

当期末残高 31,848 32,523
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 147 128

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19 120

当期変動額合計 △19 120

当期末残高 128 248

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △0 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 1

当期変動額合計 △0 1

当期末残高 △1 △0

為替換算調整勘定

当期首残高 △2,723 △3,651

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△928 △418

当期変動額合計 △928 △418

当期末残高 △3,651 △4,069

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △2,576 △3,524

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△947 △296

当期変動額合計 △947 △296

当期末残高 △3,524 △3,821

新株予約権

当期首残高 5 4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 －

当期変動額合計 △1 －

当期末残高 4 4

純資産合計

当期首残高 27,500 28,327

当期変動額

在外持分法適用関連会社の会計処理の変更に
伴う増減

193 －

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 2,232 1,373

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △949 △296

当期変動額合計 827 378

当期末残高 28,327 28,706
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,913 1,889

減価償却費 2,374 2,595

のれん償却額 － 6

減損損失 178 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23 －

関係会社減資為替差損 119 －

本社移転費用 75 88

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） △94 △253

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 36 △36

退職給付引当金の増減額（△は減少） 164 131

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 1

固定資産除売却損益（△は益） 46 25

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 3 50

段階取得に係る差損益（△は益） － △32

受取利息及び受取配当金 △85 △135

支払利息 86 75

持分法による投資損益(受取配当金相殺後・△は
益)

△368 △281

売上債権の増減額（△は増加） 1,488 △1,210

たな卸資産の増減額（△は増加） △60 △48

仕入債務の増減額（△は減少） △920 927

その他 △363 347

小計 5,600 4,133

利息及び配当金の受取額 86 135

利息の支払額 △86 △75

法人税等の支払額 △983 △437

法人税等の還付額 － 7

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,617 3,763
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △263 －

定期預金の払戻による収入 － 239

有形固定資産の取得による支出 △1,936 △4,473

有形固定資産の売却による収入 196 7

無形固定資産の取得による支出 △71 △190

投資有価証券の取得による支出 △19 △20

投資有価証券の売却による収入 7 －

関係会社の減資による収入 98 －

貸付けによる支出 － △486

敷金及び保証金の差入による支出 △4 △278

敷金及び保証金の回収による収入 9 916

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 84

その他 50 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,932 △4,182

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △126 198

長期借入れによる収入 － 3,037

長期借入金の返済による支出 △150 △3,223

自己株式の取得による支出 △3 △1

自己株式の処分による収入 0 －

配当金の支払額 △647 △697

財務活動によるキャッシュ・フロー △928 △686

現金及び現金同等物に係る換算差額 △125 △59

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,631 △1,165

現金及び現金同等物の期首残高 6,158 7,790

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 7,790

※1
 6,624
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社は13社であり、非連結子会社はありません。

持分法適用関連会社であったフロイデンベルグバイテックリミテッドパートナーシップ（現：バイテッ

クマニファクチュアリングリミテッドパートナーシップ）の持分およびフロイデンベルグバイテックイ

ンコーポレーテッド（現：バイテックマニファクチュアリングインコーポレーテッド）の株式を平成23

年12月31日付で取得し子会社化したため、連結の範囲に含めております。

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の「４　関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社であったフロイデンベルグバイテックリミテッドパートナーシップの持分およびフ

ロイデンベルグバイテックインコーポレーテッドの株式を取得し子会社化したため、持分法の範囲から

除外しております。

変更後の持分法適用関連会社の数は８社であります。

関連会社彦富工業㈱、㈱新和製作所の２社は、連結当期純損益および連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法は適用しておりません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社６社の決算日は３月31日であり、バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッド他

６社の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、当該財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。

時価のないもの……主に移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブ取引

時価法によっております。

③たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

当社は総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)、連結子会

社は主として最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産は除く）

当社は建物(附属設備を除く)は定額法、その他の有形固定資産は定率法によっております。また、国内

連結子会社は主に定率法によっておりますが、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除

く)については定額法を採用しております。在外連結子会社は定額法を採用しております。主な耐用年

数は、建物38年～50年、機械装置７年であります。 

②無形固定資産（リース資産は除く）

当社および連結子会社は定額法を採用しております。なお、自社利用ソフトウェアについては、社内に

おける見込み利用可能期間(５年)による定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

当社および連結子会社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上

しております。

②賞与引当金

当社および国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額を計上し

ております。

③役員賞与引当金

当社および国内連結子会社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度末における支給見込額を計上

しております。

④退職給付引当金

当社および国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

⑤役員退職慰労引当金

国内連結子会社の一部は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末支給

見込額の100％を計上しております。

⑥偶発損失引当金

将来発生する懸念がある偶発損失に備え、将来発生する可能性がある金額を見積り、必要と認められ

る金額を計上しております。
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(4) 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用

ならびにキャッシュ・フローは期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約

ごとに行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　　 ５年間の定額法により償却を行っております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金および現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

国内連結会社は、税抜方式によっております。

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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【表示方法の変更】

　（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「為替差損」および

「支払補償費」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記するこ

ととしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替え

を行っております。 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その

他」に表示していた55百万円は、「為替差損」11百万円、「支払補償費」1百万円、「その他」42百万

円として組み替えております。

　
　（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりまし

た「敷金及び保証金の差入による支出」および「敷金及び保証金の回収による収入」は、重要性が増

加したため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年度の連結

キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に表示し

ていた55百万円は、「敷金及び保証金の差入による支出」△4百万円、「敷金及び保証金の回収による

収入」9百万円、「その他」50百万円として組み替えております。

　
【追加情報】

　（会計上の変更および過去の誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号）および「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号）を適用しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社および関連会社に係る注記

各科目に含まれている関連会社に対するものは次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) 3,101百万円 3,098百万円

投資その他の資産 　 　

その他(出資金) 1,388百万円 1,454百万円

　

２  主な偶発債務

　保証債務および保証予約

前連結会計年度(平成23年３月31日)

①　当社従業員

5百万円(借入金)

②　関連会社

　　コリアバイリーンカンパニーリミテッド

1,211百万円(WON16,000,000,000)(借入金)

151百万円(借入金)

　　フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ（タイランド）カンパニーリミテッド

16百万円(THB6,000,000)(借入金)

フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド

540百万円(US$6,500,000)(借入金)

126百万円(RMB10,000,000)(借入金)
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当連結会計年度(平成24年３月31日)

①  当社従業員

4百万円(借入金)

②　関連会社

コリアバイリーンカンパニーリミテッド

899百万円(WON12,400,000,000)(借入金)

18百万円(借入金)

フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド

534百万円(US$6,500,000)(借入金)

3百万円(US$41,012.67)(仕入債務)

フロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッド

105百万円(HK$10,000,000)(借入金)

関連会社に対する上記の保証債務および保証予約について、当社と共同出資者との間で、当社また

は共同出資者が債務履行を求められた場合には出資割合に応じて負担する契約を平成23年11月11

日付で締結しております。

③  関連会社に対する共同出資者の保証債務および保証予約のうち、上記契約に基づいて当社が

　　負担する額

コリアバイリーンカンパニーリミテッド

1百万円(WON21,000,000)(借入金)

コリアフィルトレーションテクノロジーズカンパニーリミテッド

63百万円(WON877,171,884.5)(借入金)

フロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッド

52百万円(HK$5,000,000)(借入金)

フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（タイワン）カンパニーリミテッド

105百万円(NT$38,059,560)(借入金)

フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド

435百万円(RMB33,408,020.75)(借入金)
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３　受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 10百万円 18百万円

　

４　輸出手形割引高

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

輸出手形割引高 73百万円 29百万円

　

※５　連結会計年度末日の満期手形の会計処理

当連結会計年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。当

連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当連結会計年度末日の残高に含

まれております。

受取手形　　　　　　　428百万円

支払手形　　　　　　　 79百万円　

設備関係支払手形　　　　6百万円　

裏書譲渡手形　　　　　　5百万円　

　

６　その他

当社は、当社元社員が関係した不正取引に関連し、伊藤忠プラスチックス株式会社ほか１社が原告とな

り、当社ほか３社に対して704百万円の損害賠償を求める訴訟が提起され、現在係争中であります。
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(連結損益計算書関係)

※１  一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費

　

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

1,798百万円 1,833百万円

　

※２　固定資産売却益の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

機械装置及び運搬具 18百万円 3百万円

その他（有形固定資産） 0百万円 0百万円

　　計 19百万円 3百万円

　

※３　減損損失

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休資産 土地 滋賀県彦根市 178

減損損失の対象になる資産グループは、当初自動車資材分野の事業用資産として使用しておりましたが、

事業の効率化を図るために生産拠点の集約化を行った結果、遊休資産に該当することになり、保有資産の

グルーピングを遊休資産に変更いたしました。

この分類を変更した遊休資産については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に178百万円計上しております。

事業用資産については、製品分野別にグルーピングし、遊休資産、売却予定資産および賃貸資産について

は、個別の資産グループとしております。

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によって測定しております。その評価は、不動産鑑定

評価基準等に基づき算定した価額から処分費用見込額を控除して算定しております。

　
当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
※４  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

売上原価 157百万円 178百万円
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※５　本社移転費用

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　平成23年12月に予定している当社の本社移転にともなう原状回復のための本社移転費用引当金繰入

額(36百万円)、および既存固定資産の耐用年数見直しによる臨時償却費(39百万円)であります。

　
当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　平成23年12月に実施いたしました本社移転にともなう原状回復のための費用(53百万円)、および移転

関連費用(35百万円)であります。

　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額

その他有価証券評価差額金 　
  当期発生額 116百万円

  組替調整額 48  〃

    税効果調整前 164百万円

    税効果額 △44  〃

    その他有価証券評価差額金 120百万円

為替換算調整勘定 　
　当期発生額 △262百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 　
  当期発生額 △154百万円

  組替調整額 0  〃

    持分法適用会社に対する持分相当額 △154百万円

その他の包括利益合計 △296百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 65,140,945 ― 5,000,000 60,140,945
　

    （変動事由の概要）

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 　

　自己株式の消却による減少 5,000,000株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,301,695 8,712 5,006,400 10,304,007
　

    （変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 　

　単元未満株式の買取りによる増加 8,712株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 　

　自己株式の消却による減少 5,000,000株

　ストック・オプションの権利行使による減少 6,400株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結
会計年度
期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 4

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月14日
取締役会

普通株式 299 6 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年10月21日
取締役会

普通株式 348 7 平成22年９月30日 平成22年12月８日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 348 7 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 60,140,945 ― ― 60,140,945
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,304,007 3,598 ― 10,307,605
　

    （変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 　

　単元未満株式の買取りによる増加 3,598株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結
会計年度
期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 4

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月13日
取締役会

普通株式 348 7 平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年10月28日
取締役会

普通株式 348 7 平成23年９月30日 平成23年12月８日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 348 7 平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 8,034百万円 6,624百万円

預入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△244百万円 ―

現金及び現金同等物 7,790百万円 6,624百万円
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(リース取引関係)

１　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　
機械装置
及び運搬具

その他
(工具器具備品他)

合計

取得価額相当額 53百万円 73百万円 127百万円

減価償却累計額相当額 40百万円 59百万円 100百万円

期末残高相当額 12百万円 14百万円 27百万円

　

取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、連

結財務諸表規則第15条の３において準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利

子込み法によっております。

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　
機械装置
及び運搬具

その他
(工具器具備品他)

合計

取得価額相当額 53百万円 38百万円 91百万円

減価償却累計額相当額 48百万円 36百万円 84百万円

期末残高相当額 4百万円 2百万円 7百万円

　

取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、連

結財務諸表規則第15条の３において準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利

子込み法によっております。

　

(2)未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 20百万円 7百万円

１年超 7百万円 ―

　　合計 27百万円 7百万円

未経過リース料期末残高相当額は、固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、連結財務諸表規

則第15条の３において準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法に

よっております。

　

(3)支払リース料および減価償却費相当額

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 24百万円 20百万円

減価償却費相当額 24百万円 20百万円

　

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入を中心

に実施する方針です。なお、有価証券取引における投機的取引は行わない方針であります。デリバティ

ブは、借入金の金利変動リスクおよび為替変動リスクを回避するために利用し、投機的取引は行なわな

い方針であります。

　
(2) 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また海外の得意先と

の取引によって生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。なお、為替

変動リスクについては取引先との交渉により変動リスクに晒されている期間の減少を図るとともに、

先物為替予約を利用して変動リスクを軽減しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有す

る企業の株式であり、毎期末に評価損の計上の必要性について検討するとともに、市場がある有価証券

については毎期末の市場価格に置き換えております。

営業債務である支払手形及び買掛金、ならびに未払金は１年以内の期日であります。買掛金の一部に

は原料等の外貨建債務があり、為替の変動リスクに晒されておりますが、債務に占める割合が少ないた

め影響は限定的です。

借入金は、主として運転資金および設備資金としての資金調達です。なお、前連結会計年度において、

自己株式の購入の為に調達した借入金3,000百万円以外の借入金は、主として運転資金としての資金調

達です。借入金の多くは変動金利で調達しているため金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワッ

プ取引と、外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方

法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」の「重要なヘッジ会計の方法」をご参照くだ

さい。

当社は関係会社の金融機関等からの資金調達に対して保証をしており、関係会社の信用リスクに晒

されておりますが、関係会社の状況を把握してリスクを限定しております。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、与信管理規程に基づき取引先の状況を新規取引時点および一定期間ごとにモニタリングし、

取引先ごとの期日管理および残高管理を行っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程

に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社および一部の連結子会社は、外貨建債権債務の為替の変動リスクに対して、原則として先物為替

予約を利用してヘッジしております。

　当社では先物為替予約取引については担当部署からの依頼に基づいて経営財務部財務担当にて実施

し、月毎に実施残高を担当役員に報告しております。

連結子会社の一部は先物為替予約取引を実施しておりますが、四半期毎に実施残高を主管部署およ

び経営財務部財務担当に報告しております。

　また金利変動リスクについては、一年毎の取締役会において金利変動リスクのヘッジ方針および管理

方針の承認を行っており、この承認に従い経営財務部財務担当にて資金調達を実施いたします。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しており、保有状況を継続的に

見直しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いが実行できなくなるリスク)の管理

当社は、経営財務部財務担当において年間資金計画を作成し取締役会の承認を受けるとともに、資金

繰り実績および計画を作成し毎月資金状況を取締役会に報告することで流動性リスクを管理しており

ます。また国内連結子会社については、年間資金計画に基づき資金過不足分を当社が中心となったグ

ループ内相互融資にて資金融通しております。また国外連結子会社については当社の取締役会で承認

された金融機関との間の借入枠の範囲内で調達し、毎月調達状況の報告を当社に報告することで、グ

ループ全体の流動性リスクを管理しております。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結会計年度末日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、以下のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額(※１)

時　価(※１) 差　額

(1) 現金及び預金 8,034 8,034 ―

(2) 受取手形及び売掛金 9,555 9,555 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

　　その他有価証券 782 782 ―

資産計 18,373 18,373 ―

(1) 支払手形及び買掛金 (3,290) (3,290) ―

(2) 短期借入金 (4,948) (4,948) ―

(3) 未払金 (921) (921) ―

(4) 一年以内返済予定の長期借入金 (3,223) (3,225) (2)

(5) 長期借入金 (2,943) (2,956) (12)

負債計 (15,327) (15,342) (14)

デリバティブ取引(※２) 　 　 　

①ヘッジ会計が適用されていないもの (3) (3) ―

②ヘッジ会計が適用されているもの (1) (1) ―

デリバティブ取引計 (4) (4) ―

(※１)  負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(※２)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務になる項目につ

いては（　）で示しております。
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　  当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)
(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額(※１)

時　価(※１) 差　額

(1) 現金及び預金 6,624 6,624 ―

(2) 受取手形及び売掛金 10,855 10,855 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

　　その他有価証券 921 921 ―

資産計 18,401 18,401 ―

(1) 支払手形及び買掛金 (4,336) (4,336) ―

(2) 短期借入金 (5,129) (5,129) ―

(3) 未払金 (1,232) (1,232) ―

(4) 一年以内返済予定の長期借入金 (2,223) (2,223) (0)

(5) 長期借入金 (3,766) (3,769) (2)

負債計 (16,688) (16,691) (3)

デリバティブ取引(※２) 　 　 　

①ヘッジ会計が適用されていないもの (0) (0) ―

②ヘッジ会計が適用されているもの (0) (23) (23)

デリバティブ取引計 (0) (24) (23)

(※１)  負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(※２)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務になる項目につ

いては（　）で示しております。

　

(注1)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)投資有価証券

上場株式については取引所の価額によっております。なお、有価証券に関する注記事項は（有価証券関

係）の注記をご参照ください。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)一年以内返済予定の長期借入金、(5)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値で算出する方法によっております。

EDINET提出書類

日本バイリーン株式会社(E00594)

有価証券報告書

 66/122



　

デリバティブ取引

金融機関において算出された時価情報を元に時価を算出しております。なお、デリバティブに関する注

記事項は（デリバティブ取引関係）の注記をご参照ください。

　
(注2)時価を把握することが極めて困難と認められている金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　(単位:百万円)

区　分
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

非上場株式 3,267 3,262

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
 「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　
(注3)金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度(平成23年３月31日)

　 １年以内（百万円）

現金及び預金 8,034

受取手形及び売掛金 9,555

合　　計 17,590

　
　当連結会計年度(平成24年３月31日)

　 １年以内（百万円）

現金及び預金 6,624

受取手形及び売掛金 10,855

合　　計 17,479

　

(注4)社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度(平成23年３月31日)

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 2,712 231 　　　　　　─               ─

　

　当連結会計年度(平成24年３月31日)

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 231 2,246 713 575
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(有価証券関係)

  　１．その他有価証券

　　前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

区分

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えているもの)

　 　 　

　(1) 株式 696 387 309

　　　小計 696 387 309

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えていないもの)

　 　 　

　(1) 株式 86 137 △50

　　　小計 86 137 △50

合計 782 524 258

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額　166百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　
　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

区分

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えているもの)

　 　 　

　(1) 株式 831 400 431

　　　小計 831 400 431

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えていないもの)

　 　 　

　(1) 株式 89 95 △5

　　　小計 89 95 △5

合計 921 495 425

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額163百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

  　２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

　(1) 株式 7 ― 3

合計 7 ― 3

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　

  　３．減損処理を行った有価証券
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　　前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　
　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損50百万円を計上しております。

　
(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

　通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　米ドル 30 ― △0 △0

　円 60 ― △2 △2

　 合計 90 ― △3 △3

(注)  時価の算定方法

為替予約取引の時価は、取引金融機関からの提示額を使用しております。

　

　　当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

　　通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　米ドル 62 ― △0 △0

　 合計 62 ― △0 △0

(注)  時価の算定方法

為替予約取引の時価は、取引金融機関からの提示額を使用しております。
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２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

　(1)通貨関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法 通貨スワップ取引  長期借入金 248 54 △1

(注)  １　時価の算定方法

　　通貨スワップ取引の時価は、取引金融機関からの提示額を使用しております。

 ２　関連会社（持分法適用会社）において行なわれている取引です。

　

　　(2)金利関連

　　　　　該当事項はありません。

　
　　当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

　(1)通貨関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法 通貨スワップ取引  長期借入金 18 ― △0

(注)  １　時価の算定方法

　　通貨スワップ取引の時価は、取引金融機関からの提示額を使用しております。

 ２　関連会社（持分法適用会社）において行なわれている取引です。

　
　(2)金利関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金

　 　 　

支払固定・受取変動 904 904 △23

(注)  時価の算定方法  

金利スワップ取引の時価は、取引金融機関からの提示額を使用しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

　前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度、適格退職年金制度、中小企業

退職金共済制度および退職一時金制度を設けております。

また、在外連結子会社は、確定拠出型制度を設けております。

当社はポイント制キャッシュバランスプラン型(市場金利連動型年金)のＤＩＣ企業年金基金に加入して

おります。

　
　当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度、中小企業退職金共済制度およ

び退職一時金制度を設けております。

また、在外連結子会社は、確定拠出型制度を設けております。

当社はポイント制キャッシュバランスプラン型(市場金利連動型年金)のＤＩＣ企業年金基金に加入して

おります。

　
２．退職給付債務に関する事項

　
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) 退職給付債務(百万円) △13,825 △13,666

(2) 年金資産(百万円) 9,609 9,783

(3) 未積立退職給付債務(百万円) △4,216 △3,882

(4) 未認識数理計算上の差異(百万円) 1,847 1,381

(5) 退職給付引当金(百万円) △2,369 △2,500

　

３．退職給付費用に関する事項

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

(1) 勤務費用(百万円) 426 473

(2) 利息費用(百万円) 308 298

(3) 期待運用収益(百万円) △287 △288

(4) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 556 514

(5) 退職給付費用(百万円) 1,003 998

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に含めております。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　
(2) 割引率

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

2.2％ 2.1％

　
(3) 期待運用収益率

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

3.0％ 3.0％

　
(4) 過去勤務債務の額の処理年数

５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理してお

       ります。)

　
(5) 数理計算上の差異の処理年数

10年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定

　　　 額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。)
　

次へ
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(ストック・オプション等関係)

１．費用計上額および科目名

該当事項はありません。

　

２．ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

　(1) ストック・オプションの内容

　

　
平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分

および人数

当社取締役８名 当社取締役７名

株式の種類別ストック・オプ

ションの付与数(注)

普通株式　37,200株 普通株式　28,400株

付与日 平成17年６月29日 平成18年９月15日

権利確定条件 付与日に在籍している付与

対象取締役

付与日に在籍している付与

対象取締役

対象勤務期間 該当事項はありません。 該当事項はありません。

権利行使期間 平成17年８月１日から

平成37年６月29日まで

平成18年９月16日から

平成38年６月29日まで

　(注)　株式数に換算して記載している。

　

　(2) ストック・オプションの規模およびその変動状況

　　　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　平成23年３月期において存在したストック・オプションを対象とし、

ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　①　ストック・オプションの数

　

　
平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利確定前(株) ― ―

　　前連結会計年度末 ― ―

　　付与 ― ―

　　失効 ― ―

　　権利確定 ― ―

　　未確定残 ― ―

権利確定後(株) ― ―

　　前連結会計年度末 11,100 9,600

　　権利確定 ― ―

　　権利行使 3,400 3,000

　　失効 ― ―

　　未行使残 7,700 6,600
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　　②　単価情報

　

　
平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利行使価格 1円 1円

行使時平均株価 377円 377円

付与日における公正な評価単価 ─ 615円

　

　　　当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　平成24年３月期において存在したストック・オプションを対象とし、

ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　①　ストック・オプションの数

　

　
平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利確定前(株) ─ ─

　　前連結会計年度末 ─ ─

　　付与 ─ ─

　　失効 ─ ─

　　権利確定 ─ ─

　　未確定残 ─ ─

権利確定後(株) ─ ─

　　前連結会計年度末 7,700 6,600

　　権利確定 ─ ─

　　権利行使 ─ ─

　　失効 ─ ─

　　未行使残 7,700 6,600

　
　　②　単価情報

　

　
平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利行使価格 1円 1円

行使時平均株価 ─ ─

付与日における公正な評価単価 ─ 615円

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与されたストック・オプションはありません。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難なため、実績の失効数のみ反映させる

方法を採用しております。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

賞与引当金 331百万円 211百万円

退職給付引当金 959百万円 900百万円

投資有価証券評価損 168百万円 147百万円

有形固定資産評価損 67百万円 40百万円

資産除去債務 65百万円 52百万円

偶発損失引当金 33百万円 29百万円

繰越欠損金 ― 67百万円

その他 353百万円 321百万円

繰延税金資産小計 1,979百万円 1,770百万円

評価性引当額 △298百万円 △269百万円

繰延税金資産合計 1,680百万円 1,501百万円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 △82百万円 △127百万円

土地評価差額 △300百万円 △263百万円

在外関連会社留保利益 △91百万円 △111百万円

その他 △344百万円 △300百万円

繰延税金負債合計 △819百万円 △803百万円

繰延税金資産の純額 861百万円 697百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.5％ 40.5％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％ 0.7％

役員賞与引当金の損金に算入されない項目 1.6％ 1.4％

住民税均等割 0.6％ 1.0％

評価性引当額 0.3％ 0.2％

税額控除 △2.3％ △0.8％

持分法による投資損益 △15.7％ △20.1％

連結子会社に係る税率差異 △2.4％ △2.2％

在外関係会社留保利益 1.8％ 1.3％

関係会社減資払戻差額 △1.3％ ―

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 5.4％

その他 △0.3％ △0.1％

税効果適用後の法人税等の負担率 23.4％ 27.3％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以

後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げおよび復興特別法人税の課税が行われることとなりま

した。

　この税率変更により、当連結会計年度における繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）は83百万円減少し、法人税等は102百万円増加しております。

　
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　

(1) 当該資産除去債務の概要

本支店の建物および工場借地の不動産賃貸契約にともなう原状回復義務、および変圧器等に含まれ

るＰＣＢの処分費用であります。
　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を15年と見積り、割引率としてスワップレートを使用して資産除去債務の金額を算定

しております。
　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 147百万円 162百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 32百万円

時の経過による調整額 2百万円 2百万円

資産除去債務の履行による減少額 ― △49百万円

その他 12百万円 ―

期末残高 162百万円 147百万円

　

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

　　　　基準第18号）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

　　　　準適用指針第21号）を適用したことによる期首時点における残高であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものであ

ります。

当社は、「産業資材」および「自動車資材」の２つの事業部を置き、両事業部は、取り扱う製品・

サービスについて国内および海外の包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。

「産業資材事業」は、主として不織布事業を中心とした事業部であり、販売先としては多岐にわたり

ますが、技術ノウハウの基本は同じものであり、国内工場を生産拠点として事業展開を行っておりま

す。また、フロイデンベルグ社との協力関係をベースに技術力を強化するとともに、東アジアを中心に

同社と合弁で不織布事業を展開しております。

「自動車資材事業」の中心アイテムである自動車用フロアマットは、当社グループ内の拠点におい

て生産を行っておりますが、その生産工程、技術ノウハウは不織布事業とは異なるものであります。ま

た、自動車用フロアマット事業は、当社単独で世界展開を図っており、北米・中国にも進出しておりま

す。自動車部品として使用されている天井材等は不織布の技術をもとにしておりますが、販売先が自動

車関連メーカーであることから自動車資材事業部に含めております。また、当社グループではリサイク

ル原料によるポリエステル・ファイバーの生産を行っており、主として天井材等の原料として使用す

るとともに外部に販売を行っております。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。

　
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　
産業資材
事業

自動車資材
事業

計 調整額
連結財務諸表
計上額

売上高 　 　 　 　 　

　 外部顧客に対する売上高 26,609 19,369 45,979 ― 45,979

　 セグメント間の内部売上高 ― ― ― ― ―

計 26,609 19,369 45,979 ― 45,979

セグメント利益 819 1,413 2,232 ― 2,232

セグメント資産 23,041 11,797 34,839 15,576 50,416

その他の項目 　 　 　 　 　

　　減価償却費 1,331 723 2,054 359 2,414

    減損損失 ― ― ― 178 178

　　有形固定資産及び
　　無形固定資産の増加額

1,751 829 2,581 263 2,844
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　（注）１．セグメント利益の合計と連結損益計算書の営業利益計上額は一致します。

　 ２. セグメント資産の調整額15,576百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれ

   ております。その主なものは、現金及び預金、投資有価証券であります。

　 ３. 減価償却費の調整額359百万円は、管理部門、物流部門、研究開発部門等が所有する全社資産の減価

   償却費および臨時償却であります。なお、減価償却費はセグメント資産に帰属する資産に紐付けて

　 管理しております。

   ４. 減損損失の調整額178百万円は、遊休資産の減損損失であります。

   ５. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額263百万円は、管理部門、物流部門、研究開発部門

   等が取得した固定資産の取得額であります。

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　
産業資材
事業

自動車資材
事業

計 調整額
連結財務諸表
計上額

売上高 　 　 　 　 　

 　外部顧客に対する売上高 25,753 18,251 44,004 ― 44,004

　 セグメント間の内部売上高 ― ― ―     ― ―

計 25,753 18,251 44,004 ― 44,004

セグメント利益 286 695 982 ― 982

セグメント資産 22,713 15,200 37,914 13,473 51,388

その他の項目 　 　 　 　 　

　　減価償却費 1,577 701 2,278 317 2,595

    のれんの償却額 ― 6 6 ― 6

　　有形固定資産及び
　　無形固定資産の増加額

814 3,252 4,066 524 4,591

　（注）１．セグメント利益の合計と連結損益計算書の営業利益計上額は一致します。

　 ２. セグメント資産の調整額13,473百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれ

   ております。その主なものは、現金及び預金、投資有価証券であります。

　 ３. 減価償却費の調整額317百万円は、管理部門、物流部門、研究開発部門等が所有する全社資産の減

   価償却費であります。なお、減価償却費はセグメント資産に帰属する資産に紐付けて管理しており

   ます。

   ４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額524百万円は、管理部門、物流部門、研究開発部門

   等が取得した固定資産の取得額であります。
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【関連情報】

　　前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

産業資材事業 自動車資材事業

合計衣料・メ
ディカル資
材

電気・工業
資材

空調資材 その他 計
自動車
資材

その他 計

外部顧客へ
の売上高

8,83010,1677,031 579 26,60919,052 316 19,36945,979

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 北米 アジア その他 合計

29,785 10,850 4,893 450 45,979

（注）売上高は、顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　
(2) 有形固定資産

　 　 　 (単位：百万円)

日本 北米 アジア 合計

13,394 2,737 201 16,333

　

３  主要な顧客ごとの情報

　    外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

　　　記載はありません。

　
　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

産業資材事業 自動車資材事業

合計衣料・メ
ディカル資
材

電気・工業
資材

空調資材 その他 計
自動車
資材

その他 計

外部顧客へ
の売上高

8,808 9,462 7,041 440 25,75317,973 277 18,25144,004

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 北米 アジア その他 合計

30,007 9,853 3,735 407 44,004

（注）売上高は、顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　
(2) 有形固定資産

　 　 　 (単位：百万円)

日本 北米 アジア 合計

12,775 4,779 501 18,055
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３  主要な顧客ごとの情報

　    外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

　　　記載はありません。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　　　　該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　　　該当事項はありません。

　

　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　
産業資材
事業

自動車資材
事業

計 調整額
連結財務諸表
計上額

当期末残高 ― 94 94 ― 94

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

フロイデンベ
ルグ&バイリー
ンノンウーブ
ン ズ （ ス ー
チョウ）カン
パ ニ ー リ ミ
テッド

Suzhou, 
China

16,970
千US$

不織布製品
の製造販売

(所有）
直接 50％

役員の兼任 保証予約等 667 ─ ―

関連
会社

コ リ ア バ イ
リーンカンパ
ニーリミテッ
ド

Pyeongtaek,
Korea

27,000
百万WON

不織布製品
の製造販売

(所有）
直接 50％

役員の兼任 債務保証 1,362 ─ ―

　

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カンパニーリミテッドの銀行借入に保証を

行ったものであります。

    コリアバイリーンカンパニーリミテッドの銀行借入に保証を行ったものであります。

　

      当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

フロイデンベ
ルグ&バイリー
ンノンウーブ
ン ズ （ ス ー
チョウ）カン
パ ニ ー リ ミ
テッド

Suzhou, 
China

16,970
千US$

不織布製品
の製造販売

(所有）
直接 50％

役員の兼任
保証債務
および
保証予約

973 ─ ―

関連
会社

コ リ ア バ イ
リーンカンパ
ニーリミテッ
ド

Pyeongtaek,
Korea

27,000
百万WON

不織布製品
の製造販売

(所有）
直接 50％

役員の兼任 保証債務 918 ─ ―

 

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カンパニーリミテッドの銀行借入に対する

保証債務および保証予約には、共同出資者との契約に基づく当社負担額を含めております。

    コリアバイリーンカンパニーリミテッドの銀行借入に対する保証債務には、共同出資者との契約に基

づく当社負担額を含めております。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　重要な関連会社の要約財務情報

   前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　前連結会計年度において、重要な関連会社はフロイデンベルグ&バイリーンインター

　　ナショナルリミテッド、フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カン

　　パニーリミテッドおよびコリアバイリーンカンパニーリミテッドであり、その要約財務

　　情報は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　(単位：百万円)

　

フロイデンベルグ&

バイリーン

インターナショナ

ルリミテッド

フロイデンベルグ&

バイリーンノン

ウーブンズ（スー

チョウ）カンパ

ニーリミテッド

コリアバイリーン
カンパニーリミ
テッド

流動資産合計 3,285 3,143 2,437

固定資産合計 812 2,966 3,711

流動負債合計 1,755 3,027 2,617

固定負債合計 ― ― 413

純資産合計 2,342 3,081 3,117

売上高 8,331 7,650 6,771

税引前当期純利益 1,042 934 740

当期純利益 894 642 493

　
　　　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　当連結会計年度において、重要な関連会社はフロイデンベルグ&バイリーンノンウーブ

     ンズ(スーチョウ)カンパニーリミテッドおよびコリアバイリーンカンパニーリミテッド

     であり、その要約財務情報は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　 　(単位：百万円)

　

フロイデンベルグ&

バイリーンノン

ウーブンズ（スー

チョウ）カンパ

ニーリミテッド

コリアバイリーン
カンパニーリミ
テッド

流動資産合計 3,595 2,093

固定資産合計 2,877 4,175

流動負債合計 3,241 1,990

固定負債合計 ─ 505

純資産合計 3,230 3,772

売上高 7,818 7,041

税引前当期純利益 858 892

当期純利益 571 889
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 568.33円 575.96円

１株当たり当期純利益金額 44.80円 27.57円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

44.79円 27.56円

(注) １．１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

項目
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益(百万円) 2,232 1,373

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,232 1,373

  普通株式の期中平均株式数(株) 49,839,338 49,835,333

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額(百万円) ― ―

  普通株式増加数(株) 15,860 14,258

  (うち新株予約権)(株) (15,860) (14,258)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―

　
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 28,327 28,706

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 4 4

(うち新株予約権) (4) (4)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 28,323 28,702

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

49,836,938 49,833,340

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,948 5,129 0.59 ─

１年以内返済予定の長期借入金 3,223 2,223 0.91 ─

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

2,943 3,766 1.31平成25年４月～平成28年９月

合計 11,115 11,119 ─ ─

(注)「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　
長期借入金(１年以内返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は、「第

５ 経理の状況 注記事項(金融商品関係) ２　金融商品の時価等に関する事項 (注4)」をご参照く

ださい。

　

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されて

いるため、資産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

第１四半期
連結累計期間
（自平成23年
４月１日
　至平成23年
 ６月30日）

第２四半期
連結累計期間
（自平成23年
４月１日
　至平成23年
　９月30日）

第３四半期
連結累計期間
（自平成23年
４月１日
　至平成23年
　12月31日）

第66期
連結会計年度
（自平成23年
４月１日
　至平成24年
　３月31日）

売上高　　　        　　（百万円） 10,332 20,698 31,958 44,004

税金等調整前
四半期（当期）純利益金額（百万円）

481 801 1,177 1,889

四半期（当期）純利益金額（百万円） 306 637 804 1,373

１株当たり
四半期（当期）純利益金額  （円）

6.15 12.80 16.14 27.57

　

　

第１四半期
連結会計期間
（自平成23年
４月１日
　至平成23年
 ６月30日）

第２四半期
連結会計期間
（自平成23年
７月１日
　至平成23年
　９月30日）

第３四半期
連結会計期間
（自平成23年
10月１日
　至平成23年
　12月31日）

第４四半期
連結会計期間
（自平成24年
１月１日
　至平成24年
　３月31日）

１株当たり
四半期純利益金額           （円）

6.15 6.64 3.34 11.43
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,187 4,759

受取手形 1,770 ※4
 1,994

売掛金 ※1
 5,970

※1
 6,175

商品及び製品 3,572 3,430

仕掛品 386 359

原材料及び貯蔵品 947 1,013

前払費用 104 155

繰延税金資産 432 378

未収入金 ※1
 1,246

※1
 740

未収還付法人税等 － 119

その他 21 ※1
 282

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 20,637 19,407

固定資産

有形固定資産

建物 15,491 15,642

減価償却累計額 △10,863 △10,954

建物（純額） 4,628 4,687

構築物 1,343 1,363

減価償却累計額 △1,041 △1,086

構築物（純額） 301 276

機械及び装置 26,560 28,105

減価償却累計額 △24,438 △25,472

機械及び装置（純額） 2,122 2,632

車両運搬具 288 292

減価償却累計額 △272 △277

車両運搬具（純額） 16 14

工具、器具及び備品 5,320 5,437

減価償却累計額 △4,820 △4,817

工具、器具及び備品（純額） 500 620

土地 1,811 1,811

建設仮勘定 1,115 72

有形固定資産合計 10,494 10,116
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

無形固定資産

のれん － 26

借地権 34 34

ソフトウエア 208 191

電話加入権 6 6

その他 2 5

無形固定資産合計 252 265

投資その他の資産

投資有価証券 943 1,078

関係会社株式 7,244 7,244

関係会社出資金 1,207 1,207

従業員に対する長期貸付金 0 －

関係会社長期貸付金 40 1,298

破産更生債権等 35 34

長期預金 485 497

繰延税金資産 801 682

その他 1,216 518

貸倒引当金 △12 △1

投資その他の資産合計 11,960 12,559

固定資産合計 22,708 22,941

資産合計 43,345 42,349
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 434 ※4
 440

買掛金 ※1
 2,707

※1
 2,637

短期借入金 ※1
 5,567

※1
 5,160

1年内返済予定の長期借入金 3,163 2,163

未払金 ※1
 1,011

※1
 1,223

未払費用 291 315

未払法人税等 13 39

預り金 40 61

賞与引当金 632 394

役員賞与引当金 81 50

本社移転費用引当金 36 －

資産除去債務 44 －

設備関係支払手形 166 ※4
 76

その他 857 471

流動負債合計 15,047 13,033

固定負債

長期借入金 2,334 3,240

退職給付引当金 2,099 2,219

長期預り保証金 486 498

偶発損失引当金 83 83

資産除去債務 118 147

その他 39 34

固定負債合計 5,161 6,222

負債合計 20,209 19,255
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,816 9,816

資本剰余金

資本準備金 7,492 7,492

資本剰余金合計 7,492 7,492

利益剰余金

利益準備金 1,078 1,078

その他利益剰余金

別途積立金 6,533 6,533

繰越利益剰余金 2,622 2,460

利益剰余金合計 10,234 10,073

自己株式 △4,539 △4,540

株主資本合計 23,003 22,840

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 128 248

評価・換算差額等合計 128 248

新株予約権 4 4

純資産合計 23,136 23,093

負債純資産合計 43,345 42,349
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高

製品売上高 20,519 20,118

商品売上高 10,521 9,596

その他の営業収益 446 441

売上高合計 ※3
 31,487

※3
 30,156

売上原価

製品期首たな卸高 2,644 2,784

当期製品製造原価 16,380 16,291

合計 19,024 19,075

製品他勘定振替高 ※1
 184

※1
 115

製品期末たな卸高 2,784 2,880

製品売上原価 16,056 16,080

商品期首たな卸高 900 787

当期商品仕入高 8,891 8,124

合計 9,792 8,912

商品他勘定振替高 ※1
 10

※1
 29

商品期末たな卸高 787 550

商品売上原価 8,994 8,332

売上原価合計 ※2, ※3, ※5
 25,050

※2, ※3, ※5
 24,412

売上総利益 6,437 5,743

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 868 841

広告宣伝費 37 28

給料手当及び賞与 1,613 1,606

賞与引当金繰入額 198 122

役員賞与引当金繰入額 81 50

退職給付費用 283 290

福利厚生費 278 281

旅費及び交通費 153 156

減価償却費 149 152

賃借料 422 467

業務委託費 298 287

研究開発費 ※2
 805

※2
 784

その他の経費 952 901

販売費及び一般管理費合計 ※3
 6,144

※3
 5,969

営業利益又は営業損失（△） 292 △225
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業外収益

受取利息 ※3
 1

※3
 20

受取配当金 ※3
 800

※3
 980

受取賃貸料 ※3
 74

※3
 72

その他 ※3
 60

※3
 110

営業外収益合計 936 1,183

営業外費用

支払利息 70 84

賃貸費用 42 42

支払補償費 － 18

その他 40 32

営業外費用合計 154 178

経常利益 1,074 779

特別利益

貸倒引当金戻入額 13 －

その他 0 0

特別利益合計 14 0

特別損失

固定資産除却損 56 22

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23 －

減損損失 ※4
 178 －

投資有価証券評価損 － 50

関係会社減資払戻差額 146 －

関係会社減資為替差損 119 －

本社移転費用 ※6
 75

※6
 88

その他 3 －

特別損失合計 603 160

税引前当期純利益 485 618

法人税、住民税及び事業税 △30 △45

法人税等調整額 5 128

法人税等合計 △25 82

当期純利益 511 536
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原料費 　 5,669 34.9 5,450 33.5

Ⅱ　労務費 　 4,465 27.4 4,230 26.0

Ⅲ　経費 　 6,132 37.7 6,583 40.5

(内減価償却費) 　 (1,165)(7.2) (1,416)(8.7)

(内燃料費) 　 (360) (2.2) (420) (2.6)

(内外注加工費) 　 (2,188)(13.5) (2,253)(13.9)

総製造費用 　 16,267100.0 16,264100.0

仕掛品期首たな卸高 　 499　 386　

合計 　 16,766　 16,650　

仕掛品期末たな卸高 　 386　 359　

当期製品製造原価 　 16,380　 16,291　

　 　 　 　 　 　

　
(原価計算の方法)

　　　総合原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 9,816 9,816

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,816 9,816

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 7,492 7,492

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,492 7,492

資本剰余金合計

当期首残高 7,492 7,492

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,492 7,492

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 1,078 1,078

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,078 1,078

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 6,533 6,533

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,533 6,533

繰越利益剰余金

当期首残高 4,963 2,622

当期変動額

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 511 536

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 △2,202 －

当期変動額合計 △2,340 △161

当期末残高 2,622 2,460
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 12,575 10,234

当期変動額

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 511 536

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 △2,202 －

当期変動額合計 △2,340 △161

当期末残高 10,234 10,073

自己株式

当期首残高 △6,741 △4,539

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 2 －

自己株式の消却 2,202 －

当期変動額合計 2,202 △1

当期末残高 △4,539 △4,540

株主資本合計

当期首残高 23,142 23,003

当期変動額

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 511 536

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 1 －

当期変動額合計 △138 △162

当期末残高 23,003 22,840
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 146 128

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△18 120

当期変動額合計 △18 120

当期末残高 128 248

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

当期首残高 145 128

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△17 120

当期変動額合計 △17 120

当期末残高 128 248

新株予約権

当期首残高 5 4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 －

当期変動額合計 △1 －

当期末残高 4 4

純資産合計

当期首残高 23,294 23,136

当期変動額

剰余金の配当 △647 △697

当期純利益 511 536

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 120

当期変動額合計 △157 △42

当期末残高 23,136 23,093

EDINET提出書類

日本バイリーン株式会社(E00594)

有価証券報告書

 95/122



【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2)　その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

２　デリバティブの評価基準および評価方法

時価法によっております。

３  たな卸資産の評価基準および評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物(附属設備を除く)は定額法、その他の有形固定資産は定率法によっております。

なお、主な耐用年数は建物38年～50年、機械装置７年であります。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用可能期間(５年)による定額法に

よっております。

５　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見込額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5) 偶発損失引当金

将来発生する懸念がある偶発損失に備え、将来発生する可能性がある金額を見積り、必要と認められる

金額を計上しております。

７　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約

ごとに行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計または相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

８　のれんの償却方法及び償却期間

　　　５年間の定額法により償却を行っております。

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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【表示方法の変更】

　（貸借対照表関係）

　前事業年度において区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「差入保証金」は、重要性が

減少したため、当事業年度より「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示することに変更して

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「差入保証金」に表示してい

た1,017百万円は、「投資その他の資産」の「その他」として組み替えております。　

　前事業年度において区分掲記しておりました「流動負債」の「設備関係未払金」は、重要性が減少

したため、当事業年度より「流動負債」の「その他」に含めて表示することに変更しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前

事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「設備関係未払金」に表示していた837百万円は、

「流動負債」の「その他」として組み替えております。　

　
【追加情報】

　（会計上の変更および過去の誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号）を適用しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

売掛金 1,250百万円 900百万円

未収入金 825百万円 511百万円

流動資産 　 　

その他（短期貸付金および1年内返済予定の長期貸付金） ― 260百万円

買掛金 664百万円 747百万円

短期借入金 767百万円 860百万円

未払金 286百万円 263百万円

　

２　主な偶発債務

　保証債務および保証予約

前事業年度(平成23年３月31日)

　 ①　当社従業員

   　  5百万円(借入金)

 　②　子会社

  　 バイアムホールディングインコーポレーテッド

 498百万円(US$6,000,000)(借入金)

　 　バイキャムインコーポレーテッド

 625百万円(設備代金)

   ③　関連会社

       コリアバイリーンカンパニーリミテッド

       1,211百万円(WON16,000,000,000)(借入金)

       151百万円(借入金)

       フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ（タイランド）カンパニーリミテッド

       16百万円(THB6,000,000)(借入金)

       フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド

       540百万円(US$6,500,000)(借入金)

       126百万円(RMB10,000,000)(借入金)
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当事業年度(平成24年３月31日)

 ①　当社従業員

 4百万円(借入金)

 ②　子会社

 バイアムホールディングインコーポレーテッド

 739百万円(US$9,000,000)(借入金)

 バイキャムインコーポレーテッド

 64百万円(設備代金)

 ③　関連会社

 コリアバイリーンカンパニーリミテッド

 899百万円(WON12,400,000,000)(借入金)

 18百万円(借入金)

 フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド

 534百万円(US$6,500,000)(借入金)

 3百万円(US$41,012.67)(仕入債務)

 フロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッド

 105百万円(HK$10,000,000)(借入金)

 関連会社に対する上記の保証債務および保証予約について、当社と共同出資者との間で、

 当社または共同出資者が債務履行を求められた場合には出資割合に応じて負担する契約

 を平成23年11月11日付で締結しております。

 ④  関連会社に対する共同出資者の保証債務および保証予約のうち、上記契約に基づいて当社

     が負担する額

 コリアバイリーンカンパニーリミテッド

 1百万円(WON21,000,000)(借入金)

 コリアフィルトレーションテクノロジーズカンパニーリミテッド

 63百万円(WON877,171,884.5)(借入金)

 フロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッド

 52百万円(HK$5,000,000)(借入金)

 フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（タイワン）カンパニーリミテッド

 105百万円(NT$38,059,560)(借入金)

 フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド

 435百万円(RMB33,408,020.75)(借入金)
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３　輸出手形割引高

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

輸出手形割引高 73百万円 29百万円

　

※４　期末日の満期手形の会計処理

当事業年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。当事業

年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当事業年度末日の残高に含まれておりま

す。

受取手形　　　　　　　230百万円

支払手形　　　　　　　 36百万円　

設備関係支払手形　　　　6百万円　

　

５　その他

当社は、当社元社員が関係した不正取引に関連し、伊藤忠プラスチックス株式会社ほか１社が原告とな

り、当社ほか３社に対して704百万円の損害賠償を求める訴訟が提起され、現在係争中であります。
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(損益計算書関係)

※１　主なものは見本費であります。

　

※２  一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費

　

前事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

1,723百万円 1,723百万円

　

※３　関係会社に係る注記

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

売上高 4,684百万円 4,346百万円

営業費用 5,781百万円 6,253百万円

受取賃貸料 72百万円 69百万円

受取配当金 734百万円 873百万円

上記以外の営業外収益の合計額 18百万円 33百万円

　

※４　減損損失

前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休資産 土地 滋賀県彦根市 178

　

減損損失の対象になる資産グループは、当初自動車資材分野の事業用資産として使用しておりましたが、

事業の効率化を図るために生産拠点の集約化を行った結果、遊休資産に該当することになり、保有資産の

グルーピングを遊休資産に変更いたしました。

この分類を変更した遊休資産については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に178百万円計上しております。

事業用資産については、製品分野別にグルーピングし、遊休資産、売却予定資産および賃貸資産について

は、個別の資産グループとしております。

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によって測定しております。その評価は、不動産鑑定

評価基準等に基づき算定した価額から処分費用見込額を控除して算定しております。

　

当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

該当事項はありません。
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※５  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

売上原価 145百万円 166百万円

　
※６　本社移転費用

前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　平成23年12月に予定している当社の本社移転にともなう原状回復のための本社移転費用引当金繰入

額(36百万円)、および既存固定資産の耐用年数見直しによる臨時償却費(39百万円)であります。

　
当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　平成23年12月に実施いたしました本社移転にともなう原状回復のための費用(53百万円)、および移転

関連費用(35百万円)であります。

　
(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 15,301,695 8,712 5,006,400 10,304,007
　

　　（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 　

　単元未満株式の買取りによる増加 8,712株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 　

  自己株式の消却による減少 5,000,000株

　ストック・オプションの権利行使による減少 6,400株

　

当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 10,304,007 3,598 ― 10,307,605
　

　　（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 　

　単元未満株式の買取りによる増加 3,598株
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(リース取引関係)

１　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

前事業年度(平成23年３月31日)

　 工具器具及び備品 合計

取得価額相当額 73百万円 73百万円

減価償却累計額相当額 59百万円 59百万円

期末残高相当額 14百万円 14百万円

　

取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっております。

　

当事業年度(平成24年３月31日)

　 工具器具及び備品 合計

取得価額相当額 38百万円 38百万円

減価償却累計額相当額 36百万円 36百万円

期末残高相当額 2百万円 2百万円

　

取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっております。

　
(2)　未経過リース料期末残高相当額

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年内 12百万円 2百万円

１年超 2百万円 ―

合計 14百万円 2百万円

未経過リース料期末残高相当額は、固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっております。

　
(3)　支払リース料および減価償却費相当額

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 16百万円 12百万円

減価償却費相当額 16百万円 12百万円

　

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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(有価証券関係)

子会社株式および関連会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。貸借対照表計上額は以下のとおりです。

(百万円)

区分
前事業年度末

(平成23年３月31日)
当事業年度末

(平成24年３月31日)

　子会社株式 5,408 5,408

　関連会社株式 1,836 1,836

　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

賞与引当金 256百万円 149百万円

退職給付引当金 849百万円 797百万円

投資有価証券評価損 166百万円 146百万円

関係会社株式評価損 80百万円 70百万円

有形固定資産評価損 61百万円 36百万円

資産除去債務 65百万円 52百万円

偶発損失引当金 33百万円 29百万円

繰越欠損金 ― 53百万円

その他 186百万円 193百万円

繰延税金資産小計 1,701百万円 1,528百万円

評価性引当額 △347百万円 △301百万円

繰延税金資産合計 1,353百万円 1,226百万円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 △82百万円 △127百万円

その他 △36百万円 △38百万円

繰延税金負債合計 △119百万円 △165百万円

繰延税金資産の純額 1,234百万円 1,061百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.5％ 40.5％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.7％ 1.7％

役員賞与引当金の損金に算入されない項目 7.5％ 3.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △59.7％ △56.3％

住民税均等割額 3.2％ 2.5％

評価性引当額 10.7％ △0.3％

国外関係会社配当金源泉税 2.4％ 3.3％

税額控除 △13.6％ △2.4％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 20.7％

その他 1.1％ 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.2％ 13.4％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以

後に開始する事業年度から法人税率の引下げおよび復興特別法人税の課税が行われることとなりまし

た。

　この税率変更により、当事業年度における繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）

は109百万円減少し、法人税等は127百万円増加しております。

　
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　

(1) 当該資産除去債務の概要

本支店の建物および工場借地の不動産賃貸契約にともなう原状回復義務、および変圧器等に含まれ

るＰＣＢの処分費用です。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を15年と見積り、割引率としてスワップレートを使用して資産除去債務の金額を算定

しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 147百万円 162百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 32百万円

時の経過による調整額 2百万円 2百万円

資産除去債務の履行による減少額 ― △49百万円

その他 12百万円 ―

期末残高 162百万円 147百万円

　

(注)  前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第

　　　　18号)および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

　　　　針第21号)を適用したことによる残高であります。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 464.15円 463.33円

１株当たり当期純利益金額 10.25円 10.76円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

10.25円 10.75円

(注) １．１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

項目
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益(百万円) 511 536

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 511 536

  普通株式の期中平均株式数(株) 49,839,338 49,835,333

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額(百万円) ― ―

  普通株式増加数(株) 15,860 14,258

  (うち新株予約権)(株) (15,860) (14,258)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―

　
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 23,136 23,093

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 4 4

(うち新株予約権) (4) (4)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 23,132 23,089

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

49,836,938 49,833,340

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本バイリーン株式会社(E00594)

有価証券報告書

107/122



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

　 　 銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

久光製薬㈱ 190,395 747

フロイデンベルグ・ファーイースタン
　スパンウエッブ　カンパニーリミテッド

4,387,454 120

㈱ＴＳＩホールディングス 89,600 46

アゼアス㈱ 70,000 43

㈱オンワードホールディングス 59,852 40

㈱ワコールホールディングス 13,360 13

西川ローズ㈱ 22,434 11

㈱三陽商会 38,388 8

早川ゴム㈱ 121,000 8

㈱ゴールドウィン 15,972 8

その他14銘柄 ― 30

小計 5,071,627 1,078

　 　 計 5,071,627 1,078
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 15,491 400 250 15,64210,954 328 4,687

　構築物 1,343 21 2 1,363 1,086 46 276

　機械及び装置 26,5601,594 49 28,10525,4721,034 2,632

　車両運搬具 288 9 6 292 277 10 14

　工具、器具及び備品 5,320 453 336 5,437 4,817 323 620

　土地 1,811 ― ― 1,811 ― ― 1,811

　建設仮勘定 1,115 2,507 3,550 72 ― ― 72

有形固定資産計 51,9324,988 4,19552,72542,6081,74310,116

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  のれん ― 33 ― 33 6 6 26

　借地権 34 ― ― 34 ― ― 34

　ソフトウェア 1,930 74 44 1,959 1,767 90 191

　電話加入権 6 ― ― 6 ― ― 6

　その他 179 123 120 182 177 0 5

無形固定資産計 2,151 231 164 2,217 1,951 97 265

長期前払費用 56 49 85 19 0 0 18

(注)１．「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。

建物 本社 新本社入居工事 122百万円

機械及び装置 東京工場 不織布製造設備新設 1,312百万円

工具、器具及び備品 本社 新本社備品 83百万円

    ２．「当期減少額」の主なものは次のとおりであります。

建物 本社 移転に伴う既存設備の除却 172百万円

工具、器具及び備品 本社 移転に伴う既存設備の除却 95百万円

建設仮勘定 東京工場 不織布製造設備新設 1,416百万円
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 15 4 0 14 4

賞与引当金 632 394 632 ― 394

役員賞与引当金 81 50 81 ― 50

本社移転費用引当金 36 ― 36 ― ―

偶発損失引当金 83 ― ― ― 83

(注)　貸倒引当金の当期減少額「その他」2百万円は洗替処理、残りの金額は入金による取崩しであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 2

預金 　

　 当座預金 2,177

　 普通預金 2,580

計 4,757

合計 4,759

　

２　受取手形

　

相手先名 金額(百万円)

三喜産業㈱ 　 320

林テレンプ㈱ 　 272

小池産業㈱ 208

三菱自動車カーライフプロダクツ㈱ 174

和田㈱ 170

その他 　 847

合計 1,994

(注)　製品・商品売上代

　

３　受取手形の期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年３月期日 230

         ４月期日 506

　　　　 ５月期日 470

　 　　　６月期日 575

　 　　　７月期日 198

　　　　 ８月期日 11

         ９月以降期日 1

合計 1,994
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４　売掛金
　

相手先名 金額(百万円)

バイリーンクリエイト㈱ 669

豊田通商㈱ 387

小池産業㈱ 334

久光製薬㈱ 230

伊藤忠商事㈱ 227

その他 4,325

合計 6,175

(注)　製品・商品売上代

　
５　売掛金の回収状況

　
当期首残高(Ａ)
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

当期回収高(Ｃ)
(百万円)

当期末残高(Ｄ)
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(月)

5,970 31,051 30,846 6,175 83.32 2.35

(注) １　回収率は次の算式によっております。

(Ｃ) ×100　

　(Ａ)＋(Ｂ)

２　滞留期間は次の算式によっております。

(Ａ)＋(Ｄ)
÷
(Ｂ)

２ 12

３　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　
６　商品及び製品

　

　 摘要 金額(百万円)

商品 自動車用フロアマット、他 550

製品 不織布 2,880

合計 3,430

　
７　仕掛品

　

摘要 金額(百万円)

不織布 359
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８　原材料及び貯蔵品
　

　 摘要 金額(百万円)

原材料 不織布用綿及び樹脂 593

貯蔵品 機械保守部品、他 420

合計 1,013

　

Ⅱ　固定資産

１　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

子会社株式 　

バイアムホールディングインコーポレーテッド 2,788

小山化学㈱ 970

ジャパンバイリーン(ホンコン)リミテッド 894

パシフィック技研㈱ 320

日本ＶＩＡＭ㈱ 300

キュムラス㈱ 90

その他 45

小計 5,408

関連会社株式 　

コリアバイリーンカンパニーリミテッド 1,335

フロイデンベルグ＆バイリーンノンウーブンズ
  (タイワン)カンパニーリミテッド

365

フロイデンベルグ＆バイリーン フィルタ
(タイランド) カンパニーリミテッド

67

コリアフィルトレーションテクノロジーズ
カンパニーリミテッド

49

その他 18

小計 1,836

合計 7,244
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Ⅲ　流動負債

１　支払手形

　

相手先名 金額(百万円)

ＥＳファイバービジョンズ㈱ 　 144

シンコーラミ工業㈱ 　 75

シンワ㈱ 　 35

丸菱油化工業㈱ 　 25

旭化成商事㈱ 　 20

その他 　 138

合計 440

(注)　商品・原料仕入代他

　

２　支払手形の期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年３月期日 36

　　     ４月期日 129

         ５月期日 144

　 　　　６月期日 105

　 　　　７月期日 23

         ８月以降期日 1

合計 440

　

３　買掛金

　

相手先名 金額(百万円)

日本ＶＩＡＭ㈱ 　 346

東レ㈱ 　 317

宇部日東化成㈱ 　 184

キュムラス㈱ 　 170

小山化学㈱ 　 128

その他 　 1,490

合計 2,637

(注)　商品・原料仕入代他
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４　設備関係支払手形

　

相手先名 金額(百万円)

早川ゴム㈱ 　 32

化繊ノズル㈱ 　 16

㈱映像センター 　 13

幸和工業㈱ 　 4

㈱高木製作所 　 2

その他 　 5

合計 76

(注)　機械他諸設備および部品代

　

５　設備関係支払手形の期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年３月期日 6

　　　　４月期日 17

　　　　５月期日 17

　　　　６月期日 17

        ７月期日 0

        ８月以降期日 16

合計 76

　

６　短期借入金の内訳

　

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,300

㈱滋賀銀行 800

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 800

㈱三井住友銀行 600

農林中央金庫 500

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 300

その他 860

合計 5,160
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７　１年内返済予定の長期借入金の内訳

　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,000

㈱三井住友銀行 1,000

その他 163

合計 2,163

　
Ⅳ　固定負債

　１　長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

シンジケートローン(注) 2,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 410

㈱三井住友銀行 328

㈱みずほコーポレート銀行 328

その他 171

合計 3,240

(注)　金融機関融資団による協調融資によるものであります。

　

　２　退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 13,384

未認識数理計算上の差異 △1,381

年金資産 △9,783

合計 2,219

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　
　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
同上

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告によるこ
とができない場合には、東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項なし

　(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請求
する権利、募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書およびその添付書類、確認書

(事業年度　(第65期)自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)平成23年６月29日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書および添付書類

(事業年度　(第65期)自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)平成23年６月29日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書および確認書

(第66期第１四半期　自平成23年４月１日　至平成23年６月30日)平成23年８月12日関東財務局長に提出

(第66期第２四半期　自平成23年７月１日　至平成23年９月30日)平成23年11月11日関東財務局長に提出

(第66期第３四半期　自平成23年10月１日　至平成23年12月31日)平成24年２月13日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２

(株主総会における議決権行使の結果)に基づくものを平成23年６月30日関東財務局に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月８日

　

日本バイリーン株式会社
　

取締役会　御中
　

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　阿　　部　　　功　　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　安　　藤　　  武 　 　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本バイリーン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属

明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本バイリーン株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本バイリーン株

式会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、日本バイリーン株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月８日

　

日本バイリーン株式会社
　

取締役会　御中
　

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　阿　　部　　　 功　 　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　安　　藤　　　 武   　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本バイリーン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第66期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本バイリーン株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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